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Ⅰ. 槪要

Ⅰ．槪要

1．對內直接投資の槪念

(1) 對內直接投資の定義

國內企業の株式あるいは持分の取得 (法第 2條第 1項第 4號カ)

外國人が 韓國の法人又は國民が營んでいる企業の經營活動に參加するなど

當該法人あるいは企業との持續的經濟關係の樹立を目指し當該法人あるいは

企業の株式又は持分を所有すること

投資金額 (二人以上の外國人が共同で投資する場合は一人當たりの投資金

額)が5千萬ウォン以上でなければならない(令第2條2項の但し書)

外國人が 當該法人あるいは企業の發行した議決權のある株式の總數又は

出資の總額の10%以上を所有すること(令第2條第2項第1號)

外國人が 當該法人あるいは企業の發行した議決權のある株式の總數又は出

資の總額の10%未滿を所有していながら當該法人あるいは企業と次のような契

約を締結する場合(令第2條第2項第2號)

イ．役員の派遣及び選任の權限を持つ契約

ロ．1年を超える期間の間 原材料又は製品を納品したり購買する契約

對內直接投資制度の案內
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Ⅰ. 槪要

ハ．技術の提供·導入もしくは共同硏究開發の契約

長期借款 (法第 2條第 1項第 4號ナ)

外國人投資企業の海外の親會社 又はその親會社と資本の出資關係のある企

業が當該外國人投資企業に貸し付ける5年以上の借款

※資本の出資關係のある企業 (令第 2條第 3項 )

海外の親會社の發行した株式又は出資の總額の50%以上を所有している企業

海外の親會社が 外國人投資企業の發行した株式の總數又は出資の總額の

50%以上を所有していながら次に該當する企業

イ．海外の親會社の發行した株式の總數又は出資の總額の10%以上を所有し

ている企業

ロ．海外の親會社の發行した株式の總數又は出資の總額の50%以上を所有し

ている企業

(2 ) 外國投資家及び出資の目的物

外國人の意味 (法第 2條第 1項第 1號 )

外國の國籍を保有している個人

對內直接投資制度の案內
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Ⅰ. 槪要

韓國の國民のうち外國の領主權とこれに準ずる滯留の許可を取得した場合も

外國人の範圍に含まれる

國內に準永久的に滯留している華僑 (滯留資格 居住 (F 2))による投資は外

國人投資から除外される

外國の法律に基づき設立された外國法人

外國政府の對外經濟協力の業務を代行する機關 IFC(國際金融公社) IBRD

(國際復興開發銀行) ADB(アジア開發銀行)などの國際機構及び對外投資の

業務を扱ったり代行する國際機構

外國投資家の定義 (法第 2條第 1項第5號 )

外國人投資促進法により株式又は持分を所有している外國人を意味

外國人投資企業の定義 (法第 2條第 1項第6號 )

外國投資家が出資した企業

出資の目的物 (法第 2條第 1項第7· 8號 ) : 外國人投資促進法により外國

投資家が株式などを所有する爲に出資するもの

外國爲替取引法による對外支給の手段又はその交換によって生じる內國支給の

手段

對內直接投資制度の案內
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Ⅰ. 槪要

資本財 : 機械 機具·資材 施設品 家畜 種子 樹木など

船舶 車兩 航空機などを含んだ産業施設としての機械 機具·資材 施設

品 器具 部分品 付屬品及び農業 林業 水産業の發展に必要な家畜 種

子 樹木 魚·貝類

他に主務大臣が當該施設の初の試運轉に必要と認める原料·豫備品及び

その導入に伴う運賃·保險料 その上施設したりアドバイスする技術又は用役

外國人投資促進法により取得した株式などから生じた果實(配當金)

産業財産權 知的財産權 他にこれに準ずる技術及びその使用に關する權利

知的財産權 :著作權法による著作權のうち産業活動に用いられる權利及び

半導體の集積回路の配置設計に關する法律第2條第5號の規

定による配置設計權(令第2條第4項)

指定の技術評價機關により評價された産業財産權などの價格は 認證を受け

た鑑定價格として認められる

技術評價機關 :韓國産業技術評價院 技術信用保證基金 環境管理公團

技術標準院 産業技術情報院 韓國科學技術硏究院(ベン

チャ 企業の育成に關する特別措置法施行令第4條第1項)

※産業財産權 知的財産權などを出資する際の留意點 : 使用料の所得に對する

稅金を源泉徵收しなければならない場合があるので 出資の目的物が高度技術で

ある場合は租稅を免除される爲に租稅特例制限法第121條の6により技術導入

對內直接投資制度の案內
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Ⅰ. 槪要

の代價に對する法人稅などの免除を申請しなければならない

外國人の國內支店あるいは事務所の淸算により生じた殘餘財産

外國人が國內所在の支店あるいは事務所を廢止し他の內國法人へ轉換した

り外國人が株式などを所有している內國法人が解散する場合 當該支店や

事務所又は法人の淸算により當該外國人に分配される殘餘財産

海外の親會社 又はその親會社と資本の出資關係のある企業が外國人投資企

業に貸し付ける5年以上の借款及び海外からの借入金に對する償還の額

外國人が所有している次の株式

外國の有價證券市場に上場又は登錄された外國法人の株式

外國爲替取引法により外國人が所有している株式

外國人が所有している國內の不動産

その他の內國支給の手段

外國人投資促進法及び外國爲替取引法により外國人所有の韓國法人ある

いは國民の經營する企業の株式や持分又は不動産を處分した代金

(3 ) 投資金額及び比率

外國人の投資金額 (二人以上の外國人が共同で投資する場合には一人當たり

對內直接投資制度の案內
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Ⅰ. 槪要

の投資金額)は5千萬ウォン以上でなければならない(令第2條第2項の但し書)

增額投資及び配當金を當該企業に出資する場合は投資金額の下限はない

外國人の投資比率は10%以上を原則としているが 當該法人あるいは企業と以

下のような契約を締結する場合には10%未滿も可能(令第2條第2項第2號)

役員の派遣及び選任の權限を持つ契約

1年を越える期間の間 原材料又は製品を納品したり購買する契約

技術の提供·導入もしくは共同硏究開發の契約

2．外國人投資關連の法令

基本法令

外國人投資促進法／施行令／施行規則

外國人投資及び技術導入に關する規定(産業資源部告示)

外國人投資などに關する租稅減免の規定(財政經濟部告示)

租稅特例制限法令(第5章 : 外國人投資などに對する租稅の特例)

外國人投資促進法の目的 (法第 1條 )

對內直接投資制度の案內
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Ⅰ. 槪要

外國人投資に對する支援及び便宜の提供を通じて外國人投資の誘致を促進す

ることにより國民經濟の健全たる發展に貢獻することが目的

外國人投資促進法の性格

外國人投資制度を外國投資家を中心として改編し地方政府が外國人の投資

を誘致する爲に努力する制度的環境を造成

外國人投資促進法と他の個別法との關係

外國人投資は＂外國人投資促進法″及び關係法令により″外資″としての

要件を滿たす外國人の直接投資のみを對象とする

外國爲替及び對外取引に關する事項は 同法に定めた特別の規定を除いては

外國爲替取引法の規定に從う

外國人投資企業も國內法に基づき設立された內國法人である爲 外國人投資

促進法による手續きを經たとしても各個別法上純然たる國內法人に適用される法

律の適用を受けるのみならず 當該事業の經營の爲には各個別法による認·許

可をも受けなければならない

3．外國人投資の對象業種 ☞ 9頁

基本原則 : 韓國標準産業分類(統計廳告示第2000 1號)による總1,121業種の

うち公共行政 外務 國防など外國人投資促進法第4條に關連した

對內直接投資制度の案內
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Ⅰ. 槪要

63業種を除いた業種(1,058業種)

※外國人投資の禁止事由(法第4條第2項)

イ．國の安全及び公共秩序の維持に支障を來たす場合

ロ．國民經濟の健全たる發展に惡影響を與える場合

ハ．大韓民國の法令に反する場合

但し個別法によって外國人投資の持分を制限したり國內企業との合辯を義務

付けた業種は部分的に開放

4．對內直接投資の類型

新株·舊株の取得が可能であり法人以外の個人事業者形態の投資に對し

ても制限はない

新株などの取得による外國人投資(法第5條)

法人設立又は旣存法人の增資の際 新株を引受

舊株などの取得による外國人投資(法第6條)

國內法人(外國人投資企業を含む)が旣に發行した株式を取得

合倂などによる株式などの取得

長期借款方式の外國人投資(法第8條)

對內直接投資制度の案內
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Ⅰ. 槪要

<外國人投資の對象業種 >

外國人投資の對象業種

業種の總數(1,058)

全面開放の業種 : 1,029業種

部分開放の業種 : 27業種(許容基準を滿たす場合外國人投資可能)

未開放の業種 : 2業種(2001年4月現在 : ラジオ·テレビ放送業)

外國人投資の制限業種及び許容基準(部分開放の業種を含む) : 29業種

業種名(標準産業分類) 許容基準¹ 向後の開放時期²

穀物及びその他の食糧作
物の栽培業(01110)

稻及び麥の栽培を除いて許容

肉牛の飼育業(01212)
外國人の投資比率が50%未滿の場
合に限って許容

近海漁業(05112)
外國人の投資比率が50%未滿の場
合に限って許容

沿岸漁業(05113)
外國人の投資比率が50%未滿の場
合に限って許容

新聞發行業(22121)
外國人の投資比率が30%未滿の場
合に限って許容

雜誌及び定期刊行物の
發行業(22122)

外國人の投資比率が50%未滿の場
合に限って許容

核燃料の加工業(23300)
原子力發展燃料の製造及び供給事
業を除いて許容

註1)當該業種に對する現時點に於ける外國人投資の許容基準を意味する從って許容基準のな
い業種に對する外國人投資は許されない

註 2)特定の內容なしに年月日のみ表示されている場合はその時期が到來すると全面開放にな
る部分開放又は開放擴大などと表示されている場合はその時期が到來すると部分的開放に
なったり開放の幅が擴大する

對內直接投資制度の案內
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Ⅰ. 槪要

業種名(標準産業分類) 許容基準¹ 向後の開放時期²

發電業(40110)

政府投資機關管理基本法第2條第1

項の規定による政府投資機關の運營

する發電事業は 次の各號の要件を全

て滿たす場合に限って許容し その他

の場合には全面許容 (但し原子力を

利用する發電業は運營機關に關わら

ず一切許容されない)

1．外國人の投資比率が50%未滿で

あること

2．外國投資家が所有する議決權のあ

る株式などは內國民の第1株主より

低くなければならない

送電業(40121)

以下の場合に限って許容

1．外國人の投資比率が50%未滿で

あること

2．外國投資家が所有する議決權のあ

る株式などは內國民の第1株主より

低くなければならない

配電及び販賣業(40122) 送電業の許容基準と同樣

肉類 賣り業(51312)
外國人の投資比率が50%未滿の場

合に限って許容

內航旅客運送業(61121)

內航貨物運送業(61122)

許容對象 : 韓國と北朝鮮との旅客又

は貨物運送

韓國の船舶會社と合辯しその上外國

人の投資比率が50%未滿の場合に限

って許容

對內直接投資制度の案內
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Ⅰ. 槪要

業種名(標準産業分類) 許容基準¹ 向後の開放時期²

定期航空運送業(62100)
外國人の投資比率が50%未滿の場

合に限って許容

不定期航空運送業(62200)
外國人の投資比率が50%未滿の場

合に限って許容

電氣通信回線設備の賃

貸業(64211)

基幹通信事業は 外國の政府·外國

人又は次の各目に該當する內國法人

(外國人など)が所有している株式又は

持分の合計が議決權のある株式の總

數あるいは總持分の100分の49以下

の場合に限って許容 (但し韓國電氣

通信公社の場合 外國人などは大株

主になれず 外國人の投資比率は100

分の33以下 一人當たりの投資比率

は15%以下に限って許容)

イ.外國の政府又は外國人の所有して

いる株式又は持分の比率が100分

の50以上の法人

ロ. 外國の政府又は外國人が大株主

である法人として大株主の所有して

いる株式又は持分の比率が100分

の15以上の法人

韓國電氣通信公社

の外國人の投資比

率は 2 00 1年4月9

日から4 9 %まで許

容

有線電話及びその他の有

線通信業(64219)

電氣通信回線設備の賃貸業に對する

許容基準と同樣

無線電話業(64221)
電氣通信回線設備の賃貸業に對する

許容基準と同樣

對內直接投資制度の案內
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Ⅰ. 槪要

業種名(標準産業分類) 許容基準¹ 向後の開放時期²

無線呼出及びその他の無

線通信業(64229)

電氣通信回線設備の賃貸業に對する

許容基準と同樣

その他の電氣通信業

(64299)

通信衛星及び通信衛星地球局の運營

は無線電話業と同樣の基準で許容

放送電送のサ ビスは100分の49以下

の場合に許容

國內銀行(65121) 市中銀行及び地方銀行に限って許容

投資信託會社 (65931)

證券投資信託業は全面許容し金錢信託

業は一般銀行又は特殊銀行がその本來の

事業と兼ねる場合 に限って許容

放射性廢棄物の收集運搬及

び處理業(90230)

電氣事業法第82條による放射性廢棄物の

管理事業を除いて許容

ラジオ放送業(92131)

テレビ放送業 (92132)

放送チャンネル使用事業

(87221)

外國人の投資比率が33 %以下の場合に許

容 (但し總合編成及び報道プログラムの專

門編成のチャンネル使用事業は未開放)

總合有線及びその他の有線

放送業 (87222)

總合有線放送業に對し外國人の投資比率

が33%以下での場合に許容 (但し中繼有

線放送事業は未開放

衛星放送業 (87223) 外國人の投資比率が33%以下の場合に許容

ニュ ス提供業(88100) 外國人の投資比率が25%未滿の場合に許容

對內直接投資制度の案內
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Ⅱ. 外國人投資の保護及び自由化

Ⅱ . 外國人投資の保護及び自由化

外國人投資促進法の規定によらない外國人投資は 配當金の送金に對する保

障や內國民の待遇など外國人投資の保護對象から除外される

1．對外送金の保障

外國投資家の取得した株式などから生じた果實(配當金) 株式などの賣却代金

長期借款の契約により支給される元利金及び手數料 技術導入の契約により支

給される代價などの對外送金に對する保障(法第3條第1項)

※對外送金に關しては 外國爲替取引法による外國爲替銀行長の確認が必要

(令第4條第1項)

外國爲替取引法上 天災地變·戰時·國內外の經濟狀況の重大かつ急激な

變動などにより取られる外國爲替取引の停止その他の制限措置は外國人投資

促進法上の外國人投資には適用されない(外國爲替取引法第6條第4項)

2．內國民と同等の待遇

營業活動に對する內國民待遇の原則

外國投資家及び外國人投資企業は法律に特別の規定のない限りその營業に

對し內國民又は內國企業と同等の待遇を受ける(法第3條第2項)

對內直接投資制度の案內
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Ⅱ. 外國人投資の保護及び自由化

※租稅減免や立地の選定などに於いてはむしろ內國民より優遇される

外國人投資企業の屆出以外の營業手續きの簡素化(法第22條第3項)

外國人投資企業が 投資許容の業種を追加して營む場合は屆出制を廢止

外國人投資企業が他社の株式を取得する際 その手續きが簡素化

3．外國人投資の自由化

法令に反しない限り原則として外國人投資に對し制限のないことを宣言 (法第4

條第1項)

但し國の安全·保健衛生·環境保全に害を及ぼす場合には外國人投

資の制限が可能

外國人投資促進法以外の他法令及び告示などにより外國人又は外國人投資

企業を內國民あるいは內國法人に比べ 不利に待遇したり追加的義務を負擔さ

せるなど外國人投資を制限している場合には每年これを統合して公告しこれを

改正したり追加しょうとする場合にはあらかじめ産業資源部長官と協議 (法第4條

第4項)

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

1．外國人投資に關する屆出の基本原則

(1) 事前の屆出

新株の取得による外國人投資の屆出

舊株などの取得による外國人投資の屆出 (但し防衛産業を營む企業の舊株を

取得する際は産業資源部長官の審査及び許可が必要)

長期借款の方式による外國人投資の屆出

上記の外國人投資に關する內容變更の屆出

(2 ) 事後の屆出

合倂などによる株式などの取得 : 株式などの取得日より30日以內に屆出の受付機

關の長に屆け出る

株式又は持分の讓渡及び減少に關する屆出(契約を締結した日より30日以內)

外國人投資企業の登錄變更及び抹消の申請

屆出の受付機關

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

受託機關として指定された國內銀行の本·支店及び外國銀行の國內支店

大韓貿易投資振興公社(KOT RA )內の外國人投資支援センタ (KISC)及

びKOT RAの國內·海外貿易センタ

2．類型による外國人投資の手續き

(1) 新株などの取得による外國人投資

(投資の形態 )

① 新設法人の設立(單獨又は合辯)

② 國內企業(外國人投資企業を含む)の增資に參加

外國人投資の屆出 (法第5條第 1項 )

屆出人及び屆出の受付機關

屆出人 : 外國投資家又は代理人(代理人の場合は委任狀を添付)

屆出の受付機關 : 國內銀行の本·支店 外國銀行の國內支店 KOT RA

(KISC 國內及び海外の貿易センタ )

提出書類

新株などの取得による外國人投資の屆出書(2部)

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

代理人であることを證明する書類(委任狀)

その他の書類 : 該當する場合に限って提出(寫しを各1部ずつ)

技術評價機關が評價した産業財産權 知的財産權などの價格評價の內容

を證する書類

支店や事務所又は法人の淸算により生じた殘餘財産であることを證する書類

韓國の金融機關によって認められた海外からの借入金に對する償還の額で

あることを證する書類

外國人の投資比率が10%未滿の場合 以下の各號に當たる契約書類

イ．役員の派遣及び選任の權限を持つ契約

ロ．1年を越える期間の間 原材料又は製品を納品したり購買する契約

ハ．技術の提供·導入もしくは共同硏究開發の契約

株式又は不動産を處分した代金であることを證する書類

外國の有價證券市場に上場又は登錄された外國法人の株式 あるいは外國

爲替取引法により外國人所有の株式に當たる株式であることを證する書類

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

出資しようとする不動産に對する外國爲替取引法第18條の規定による資本

取引の屆濟證

屆出の處理期間

處理期間 : 卽時

處理方法 : 屆出の受付機關は記載事項が漏れているかどうか 外國人投資

の定義に符合するかどうか 營む業種が除外 (不許可)業種及び

制限業種に該當するかどうかなどを確認の上 屆濟證を交付

新株の取得などによる外國人投資資金の導入

現金で導入する場合

韓國內の外國爲替銀行の本·支店へ送金

①海外から韓國內の外國爲替銀行の本·支店へ投資資金を送金するが 受

取人は外國人投資企業名で送金しなければならない

※外國人投資企業の商號は假稱であっても構わない

②海外から送金又は預けられた投資資金は銀行に一時的に預けられた後法

人設立の登記の前に有價證券の引受契約を申請する證據金の勘定である

株式出資金の拂 口座へ振り まれ 銀行はこの時法人設立の登記の際必

要とされる″株式出資金の拂 保管證″を發給することになる

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

③銀行は 法人設立の前後に送金された外貨を通貨ウォンで買い入れ 外貨

(買入·預け)證明書を發給する

※外貨資金の送金 → 外貨の預け(買入) → 株式出資金の拂 口座へ

入金 → 株式出資金の拂 保管證明書の發給 → 法人設立の登記

稅關を通じた携帶·搬入の場合

①現金 旅行者小切手などの支給手段を携帶·搬入する場合は管轄の稅關

(空港の稅關など)に登錄(外國爲替取引規定第6 2條)

②外國爲替銀行に非居住者の外貨勘定を開設して入金 (非居住者の外貨勘

定を開設する際 外國爲替登錄證及びパスポ トが必要)

③株式出資金の拂 口座に入金 : 株式出資金の拂 保管證明書を發給

(法人設立の登記の際必要)

資本材を現物で導入する場合

①導入物品の明細書を3部作成し船積みの前に外國人投資の屆出機關(KO

T RA又は外國爲替銀行の本·支店)に檢討·確認を申請

提出書類 : 導入物品の確認申請書(3部) 物品賣り渡し確約書など價格

を證する書類

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

②資本財の導入完了の際 現物出資完了の確認を申請

KISCに派遣された關稅廳の職員に現物出資完了確認の申 書 (2部)と

輸入屆濟證を提出

③現物出資完了の確認書を發給され 法人設立の登記の際使用

※現物出資などの資本財を導入する場合 資本財の導入及び法人設立の登記を行

う前に事業者登錄を申請しなければ付加價値稅の控除は不可能である

法人設立の登記 事業者登錄 外國人投資企業の登錄

法人設立の登記及び事業者登錄は 非訴訟件の手續法や法案稅法などの規

定に從う

事業者登錄は KISCに派遣された國稅廳の職員に申請できる

外國人投資企業の登錄(法第21條第1項 令第27條)

出資目的物の拂 を完了した場合 又舊株を取得 (當該舊株などの代金を淸

算)した場合は30日の過ぎないうちに屆出の受付機關に登錄を申請

出資目的物の拂 完了の前であっても外國人が5千萬ウォン以上を投資した

場合(法第21條第2項)

提出書類

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

外國人投資企業登錄申請書

外國爲替(買入 預け)證明書(資本財の場合には現物出資完了の確認書)

法人登記簿謄本(個人事業者の場合は事業者登錄證)

商法第422條の規定による檢査人の調査報告書又は鑑定家の鑑定結果書

(株式及び國內の不動産を出資する場合に限る)

外國人投資企業の登錄抹消 (法第 2 1條第 3項 )

登錄された外國人投資企業が廢業 又は2年以上事業活動を行わない場合

登錄された外國人投資企業又は外國投資家が 法第28條第4項の規定による

是正の命令に從わない場合

登錄された外國人投資企業に解散の事由が發生した場合

外國投資家が登錄の抹消を申請した場合

外國投資家及び外國人投資企業が登錄證を他人に讓渡したり貸與した場合

出資の目的物を拂い むかのように見せかけ 外國人投資企業の登錄を行っ

た場合

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

工場の設立及び事業開示の際必要な認·許可

外國人投資企業は必要の場合 工場設立などの事業に對する承認及び外國人

投資企業を營む爲の認·許可を受けなければならない

請願の性格や處理機關及び手續きによって直接處理の請願 一括處理の請

願 個別處理の請願に分類しそれぞれの手續きに從って處理

※工場設立及び事業開始の際必要な認·許可の請願事務に於 いて詳述

☞ 39

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

<新株の取得による外國人投資の手續きの流れ>

外國人投資

支援センタ

(K IS C )

投資相談

外國人投資に關する相談 (不動産 M&As 工場の設立／産業團

地への入居 中小企業 環境 情報通信 建設交通 國稅／關稅)

國內の合辯パ トナ を斡旋

稅金の免除及び各地方の投資環境を案內

工場立地の選定及び工場設立の業務を代行

出入國管理 事業者登錄 現物出資の確認などの行政を支援

屆出書の

作成

屆出の方法 : 外國人が直接屆出をしたり代理人を指定して屆出(代

理人の場合は委任狀を添付)

提出書類

·新株などの取得による外國人投資の屆出書(2部)

·その他に該當する場合に限って提出する書類(寫しを各1部ずつ)

·株式又は不動産を處分した代金であることを證する書類

·支店又は法人の淸算により生じた殘餘財産であることを證する書類

·海外からの借入金に對する償還の額であることを證する書類

屆出の

受付機關

＊國內銀行

＊外國銀行

の國內支店

＊KOT RA

(KISC

國內及び

海外の

貿易

せんた )

屆出書

の提出

外國人投資の屆出と同時に租稅減免が申請できる

·租稅減免を別に申請する時 : 財政經濟部の經濟協力總括課

外國人投資の屆出の前に 租稅減免が受 けられるかどうかに對

する確認も財政經濟部の經濟協力總括課に申請 (☎ 02 503

9 137 )

租稅減免の申請期限

·新規投資の場合 : 事業の開始日が屬する法人稅の課稅年度の終

了日以前

·增額投資の場合 : 外國人投資の屆出が受理された日より2年以內

※申請期限が經過した後に申請する場合 : 殘った減免期間に限って

租稅減免

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

屆出の

受付機關

屆濟證

の交付

(卽時 )

外國人投資の定義に符合するかどうか 記載事項は漏れていないか

除外業種及び制限業種を營んでいないかなどを確認の上屆濟證を

交付

外國資本

の送金

資本財を導入する場合 :

·KOT RAの社長又は外國爲替銀行長による導入物品の明細書確

認が必要(KISCに導入物品の明細書確認を申請)

·資本財の導入が完了した時 現物出資の完了を確認(KISCに派遣

された關稅廳の職員)

現金導入の場合 :

·外貨で國內の外國爲替銀行に送金(國內資金は認められない)

·稅關を通じた携帶·搬入

K IS Cの

代行處理
法人設立

提出書類

·會社設立申請書及び認證を受けた定款

·株式引受證明書及び株式引受契約の申 書

·取締役 監査役 そして檢査人による調査報告書及びその付屬書類

·創立總會議事錄及び代表取締役に關する取締役會又は株主總會

議事錄

·外國人投資に關する屆出受理書及び株式出資金の拂 保管證明

書

·檢査人の報告書及び現物出資に關する確認書(現物出資の場合)

屆出の

受付機關

外國人投

資企業登

錄の申請

(出資目的物

などの拂 完

了の日より30

日以內)

提出書類

·外國人投資企業登錄の申請書

·法人登記簿謄本(個人事業の場合は事業者登錄證)

·外國爲替(買入·預け)證明書

(資本財の場合は現物出資完了の確認書)

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

K IS C 工場設立

立地調査

·立地の豫定地を選定

工場設立

·事業計畵書の作成

※工場設立及び事業開始の際必要と

なる認·許可

一括處理の請願事務

·工場設立に關する承認 建築許可 中

小企業の事業計畵書に關する承認

廢水の排出施設に關する許可 建築

物の使用に關する承認

個別處理の請願事務

·行う事業に關する許可など

※KISCに於いて請願書類の作成及び提

出可能

外國人投

資企業の

設立完了

(製品生産

·販賣)

※外國人投資企業の變更登錄

(變更の事由が發生した日より30日以內)

合倂などによる株式などの取得に關す

る屆出をする時

株式などの讓渡又は減少が完了した時

外國人投資企業の商號又は名稱が變

更された際

外國投資家の商號又は名稱 國籍 外

國人の投資金額 投資比率 投資方

法及び行う事業などが變更された時

外國人投資企業の住所が變更された

時

株式などの讓渡者が變更された時

借款の提供者·借款の金額·借款の

條件が變更された時

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

(2 ) 舊株などの取得による外國人投資

(投資の形態 )

內國民の株主が所有している國內企業(又は外國人投資企業)の舊株を外國投資

家が取得

①外國投資家と內國民の株主との直接取引

②有價證券市場に於いて取得(10%以上)

外國人投資の屆出及び許可に關する申請 (法第 6條第 1· 3項 )

防衛産業體を除く企業の舊株を取得 : 屆出制

屆出人及び屆出の受付機關

屆出人 : 外國投資家又は代理人(代理人の場合は委任狀を添付)

屆出の受付機關 : 國內銀行の本·支店 外國銀行の國內支店 KOT RA

(KISC 國內及び海外の貿易センタ )

提出書類

舊株などの取得による外國人投資の屆出書(2部)

その他の書類(該當する場合に限って各1部を提出)

讓受人の關係が特別であることを確認しうる書類(讓受人が二人以上の場合)

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

支店や事務又は法人の淸算により生じた殘餘財産であることを證する書類

韓國の金融機關によって認められた海外からの借入金に對する償還の額で

あることを證する書類

出資する株式が 令第2條第5項の各號に該當することを證する書類 そして

出資する株式及び取得する株式間の交換金額·交換比率など交換の條

件が明示された株式の讓り受け(讓渡)契約書

外國人の投資比率が10%未滿の場合には以下の各號に該當する契約書類

イ．役員の派遣及び選任の權限を持つ契約

ロ．1年を越える期間の間 原材料又は製品を納品したり購買する契約

ハ．技術の提供·導入もしくは共同硏究開發の契約

株式又は不動産を處分した代金であることを證する書類

外國の有價證券市場に上場又は登錄された外國法人の株式 あるいはは外

國爲替取引法により外國人所有の株式に該當する株式であることを證する書

類

出資しようとする不動産に對する外國爲替取引法第18條の規定による資本

取引の屆濟證

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

屆出の處理期間及び方法

處理期間 : 卽時

處理方法 : 屆出の受付機關は記載事項が漏れていないか 營爲業種が

除外業種及び制限業種に該當するかどうかなどを確認の上屆

濟證を交付

防衛産業體の舊株を取得する場合 : 許可制

許可の申請者及び申請受の付機關

申請者 : 外國投資家又は代理人

申請の受付機關 : 産業資源部の投資政策課(☎ 02 500 2450)

提出書類

舊株などの取得による外國人投資の許可申請書(2部)

その他の書類(該當する場合に限って各1部を提出)

讓受人の關係を確認しうる書類(讓受人が二人以上の場合)

支店や事務所又は法人の淸算により生じた殘餘財産であることを證する書類

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

韓國の金融機關によって認められた海外からの借入金に對する償還の額で

あることを證する書類

株式又は不動産を處分した代金であることを證する書類

外國の有價證券市場に上場又は登錄された外國法人の株式 あるいは外國

爲替取引法により外國人所有の株式に該當する株式であることを證する書類

出資しようとする不動産に對する外國爲替取引法第18條の規定による資本

取引の屆濟證

處理期間及び方法

處理期間 : 15日(やむをえない場合は 15日延長可能)

處理方法 : 主務大臣と協議の上許可するかどうかについて決定し決定結

果を申請者に通知(條件付で許可する場合もある)

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

【參考】防衛産業體 の現況 (2 001年 4月現在 )

企業名(76企業體)

(株)江南 クァンリ 特裝車(株) 國際總合機械 (株) クムホ産業 (株) キア自動

車 (株) ナショナルプラスチック(株) デドンギヤ(株) (株)デミョンデシン金屬(株)

デヤン電氣工業(株) 大宇電子(株) 大宇造船工業(株) 大宇總合機械(株) 大

宇通信(株) デウォン綱業(株) (株)大韓空港 ドンミョン重工業(株) 東洋鋼鐵(株)

東洋ライニング工業社(株) (株)ドンジン電氣 (株)ドゥレエア メタル ドゥウォン重

工業(株) (株)ロウテクノロジ バレオマンド電場システムコリア(株) サ ゴン物産

(株) 三星電子 (株) 三星テレス(株) サムスンテクウィン(株) サムヤング化學工業

(株) サムウ金屬工業(株) (株)サムジョンタ ビン (株)ソウルエンジニアリング セ

ッパングハイテク(株) (株)スウォン支管 サンヨング重工業 (株) LGイノテック(株)

LG電線(株) 連合精密(株) オリエンタル工業 (株) ウィア(株) ユニモテクノロジ

(株) (株)銀星社 (株)イオシステム (株)イティアイ (株)イルシン通信 (株) ジェイル

精密工業 (株) ジンヤング工業(株) (株)ジンイョング精機 昌原特殊鋼(株) 天池

産業 (株) (株 )カスコ (株)泰山精密 (株)テックラフ統一重工業 (株 ) 平和産業

(株) 浦港總合製鐵 (株) (株)プンサン韓國レイコム(株) 韓國ロストワックス工業

(株) 韓國熱處理 (株) 韓國重工業 (株) 韓國通信機産業 (株) 韓國航空宇宙

産業 (株) (株)韓國ファイバ 韓國DT S (株) 漢羅スペコ重工業 (株) ハンベル

ヘリコプタ (株) ハンイル鍛造工業 (株) 韓進重工業(株) (株)ハンファ現代モ

ビス(株) 現代電子産業 (株) 現代重工業 (株) ヒョプジン精密工業 (株) (株)ヒュ

ウ二ドテクノロジ ス K S P

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

舊株の取得による外貨資金の導入

國內の外國爲替銀行の本·支店に送金する時 :

外國爲替銀行を通じて送金した後契約條件に從ってこれを賣却し內國の通

貨で旣存の株主に支給 又は外貨で外國爲替銀行を通じた勘定間の振 み

方式により支給

但し外貨を直接引き出して旣存の株主に支給しようとする場合には韓國銀行

の總裁から許可を得なければならない

* 外國爲替銀行から外國爲替(買入·預け)證明書を交付されること : 外國人

投資企業登錄の際必要

稅關を通じて携帶·搬入する時 :

管轄の稅關 (空港の稅關など)に登錄後 外國爲替銀行に於いて通貨ウォンに

兩替し內國の通貨で旣存の株主に支給 又は外貨で外國爲替銀行を通じた

勘定間の振 みにより支給

* 外國爲替銀行から外國爲替(買入·預け)證明書を交付されること

: 外國人投資企業登錄の際必要

外國人投資企業の登錄及び個別處理の請願事務に關する許可などの取得

外國人投資企業の登錄(法第21條第1項 令第27條)

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

舊株の取得後 30日以內に屆出の受付機關に登錄を申請

提出書類 : 外國人投資企業の登錄申請書 外國爲替 (買入·預け)證明

書 法人登記簿謄本(個人事業の場合は事業者登錄證)

個別處理の請願事務に關する許可などの取得

舊株の取得の場合にも獨占規制及び公正取引に關する法律の規定(第12條)

により企業結合の屆出など個別法による許可などを取得しなければならない

留意事項

買入·相續·遺贈又は贈與などによる株式の取得及び讓渡などに關する屆出

(法第7條第1項第3號)との區別

外國人が 登錄された外國人投資企業の株式を外國投資家から買入·相

續·遺贈又は贈與により取得する場合には株式を取得してから30日の過ぎな

いうちに株式の取得に關する屆出をしなけらばならない(外國投資家が法第23

條により株式の讓渡に關する屆出をした場合には當該外國人の株式の取得に

關する屆出の義務は免除)

有價證券市場に於いて取得(令第7條第6項)

外國人が 證券取引法により有價證券市場に於いて9%の株式を取得していた

狀態で 1.1%の株式を追加して取得しようとする場合(株式取得の總比率が10

%以上になる場合) 1.1%の追加株式に對し舊株などの取得による外國人投資

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

の屆出(又は許可の申請)をしなければならない

制限業種の舊株の取得限度に關する計算

當該外國人が 有價證券市場に於いて取得した舊株はその取得限度に含ま

れ 當該外國人以外の外國人が有價證券市場い於いて取得した舊株は當

該業種に對する外國人投資比率の制限範圍による取得限度には含まれない

制限業種を營む企業の舊株を取得(令第7條第6·7·8項)

制限業種を2種類以上營んでいる企業の舊株を取得する場合は當該企業が

營んでいる業種の中で外國人投資比率の許容範圍が最も低い業種の外國人

投資比率がその許容限度である

企業の總賣上高のうち制限業種の賣上高の比率が1%未滿の場合はこれを

當該企業の營む業種として見なさない

外國人が舊株を取得した後 當該企業の總賣上高のうち制限業種の賣上高

が1%を越えるようになった場合には その賣上高の基準を超過した事業年度の

決算確定日より6か月が過ぎないうちに當該舊株などを韓國の國民又は法人に

讓り渡さなければならない

舊株の取得に於いて讓受人が二人以上であって屆出(許可の申請)を必要とす

る場合

外國人及び當該外國人と特殊の關係のある人 (令第7條第1項に明示 )が共

同で舊株を取得する際

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

<舊株などの取得による外國人投資 の手續きの流れ>

屆出 (許可の申請 )

の受付機關

*防衛産業體でない

場合(屆出) : 外國

爲替銀行の本·支

店 KISC

*防衛産業體の場合

(許可) : 産業資源

部の投資政策課

屆出書

(許可の申請

書 )の提出

提出書類(新設の場合)

·舊株の取得に關する認·許可の申請書(2部)

·讓受人が二人以上の場合には讓受人が特殊な關係であ

ることを確認しうる書類

·出資する株式が令第2條第5項の各號に該當することを證す

る書類 出資する株式及び取得する株式間の交換金額·

交換比率など交換條件が明示された株式の讓り受け(讓渡)

契約書(法第2條第1項のサ目を代價として同條の屆出をする

場合に限る)

屆出 (許可の申請 )

の受付機關

屆濟證の交付

／許可の通知

處理期間

·屆出 : 遲滯なく屆濟證を交付

·許可 : 15日(やむを得ない場合は15日延長できる)

外貨の國內

送金及び舊

株の取得

送金された外貨資金を通貨ウォンに兩替した後 舊株を

取得

·通貨ウォンに兩替する際 外國爲替銀行から外貨買

入の證明書を交付されること(外國人投資企業の登錄

の際必要)

屆出 (許可の申請 )

の受付機關

外國人投資

企業登錄の

申請 (舊株の

取得後 3 0日

以內 )

提出書類

·外國人投資企業の登錄申請書

·法人登記簿謄本(寫し)

(個人事業者の場合は事業者登錄證)

·外國爲替買入(預け)の證明書(寫し)

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

屆出 (許可 )の

後 變更事項

の屆出

外國人投資企業の變更登錄(外國人投資企業の登錄後) :

外國人投資の內容に變更が生じその變更事項に關して屆

出をしなければならない事由が發生した時 法第7條の合倂な

どによる株式などの取得に關する屆出及び法第23條の株式

の讓渡に關する屆出の際

(3 ) 長期借款の方式による外國人投資

外國人投資の屆出 (法第 8條第 1項 )

屆出人及び屆出の受付機關

屆出人 : 外國投資家又は代理人(代理人の場合は委任狀を添付)

屆出の受付機關 :國內銀行の本·支店 外國銀行の國內支店 KOT RA

(KISC 國內及び海外の貿易センタ )

提出書類

長期借款の方式による外國人投資の屆出書(2部)

海外の親會社 又は當該親會社と資本出資の關係のあることを證する書類

(寫し 1部)

借款契約書(寫し 1部)

長期借款方式の外國人投資の變更に關する屆出

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

借款契約の變更の際 : 屆出書(2部)及び變更契約書(寫し 1部)

借款提供者の變更の際 :屆出書(2部)及び變更契約書 (寫し 1部) 海外親

會社 又はその親會社と資本出資の關係のある企

業であることを證する書類(寫し 1部)

屆出の處理期間 : 直ちに屆濟證を交付

<長期借款 の方式による外國人投資 の手續きの流れ>

屆出の

提出

(處理期間)

直ちに處理

屆出の受付機關

(KIS C) (屆濟證の交付)
申請者

借款資金

の導入
引出及び使用

償還及び償還內譯の報告

(屆出の受付機關に報告 )

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

(4 )合倂などによる株式などの取得

(形態 )

①外國投資家が 當該外國人投資企業の準備金·再評價積立金などが資本に

轉入することにより株式などを取得した場合

②當該外國人投資企業が他の企業と合倂する際 外國投資家が所有していた株

式などにより合倂後存續又は新設される法人の株式などを取得した場合

③外國人が 登錄された外國人投資企業の株式などを外國投資家から買入·相

續·遺贈·贈與により取得した場合

④外國投資家が 取得した株式などから生じた果實の出資により株式などを取得した

場合

⑤外國人が 個人の轉換借金·交換借金 株式預託證書及びこれと類似したもの

であって株式などに轉換·引受又は交換できる個人の借金や證書を株式などに

轉換·引受·交換した場合

外國人投資の屆出 (法第7條第 1項 )

屆出人及び屆出の受付機關

屆出人 : 外國投資家又は代理人(代理人の場合は委任狀を添付)

屆出の受付機關 : 投資家が外國人投資の屆濟證を發給された機關

提出書類

株式又は持分の取得に關する屆出書(2部)

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

株式又は持分の取得を證する書類の寫し(1部)

外國人の投資比率が10%未滿の場合 以下に當たる契約の書類

イ．役員の派遣及び選任の權限を持つ契約

ロ．1年を越える期間の間 原材料又は製品を納品したり購買する契約

ハ．技術の提供·導入もしくは共同硏究開發の契約

屆出の期間 : 株式などの取得日より30日以內

屆出の處理期間 : 直ちに屆濟證を交付

<合倂などによる株式などの取得手續きの流れ>

株式などの

取得

株式などの取得後

30日以內

屆出書の

提出

直ちに處理

(屆濟證の交付)

屆出人

外國人投資企業の

登錄變更の申請

變更登錄證

の交付(卽時)

申請者

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

3．工場設立及び事業開始の際必要な認·許可の請願事務

外國投資家の便宜を圖る爲 KISCが代行して支援

(1) 外國人投資に關連した認·許可の請願事務

請願の體系的分類

請願事務をその性格 處理機關及び手續きにより直接·個別·一括處理の請願

事務に分類しそれぞれの處理手續きに從って處理

請願處理の關係機關との打ち合わせ (法第 17條第4項 )

請願を處理する機關の長は遲滯なく關係機關の長と打ち合わせをしなければなら

なく打ち合わせを要請された關係機關の長は處理期間のうちに意見を提出

關係機關の長が同意しない場合にはその事由を明示しなければならなく處理期

間のうちに意見を提出しない場合には意見のないことと見なす

市·道に外國人投資振興センタ を設置

外國人投資に關連した認·許可の請願に對する円滑な處理を督勵し關係機關と

の協力體系を構築するなど遲滯なく地方自治體の外國人投資を積極的に推進す

る爲 市·道に外國人投資振興センタ を設けるようにする(法第16條第1·2項)

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

自動承認制

外國人投資に關連した全ての請願に對して處理期間を付與しその處理期間のう

ちに請願が處理されない場合 自動的に承認されたものと見なし行政官廳の處理遲

延を防止(法第17條第5項)

前 (條件付 )承認制

添付書類など一部の要件が具備していない場合 事後の補完を條件付として前承

認を可能にすることにより認·許可に對する不確實性をに除去(法第17條第10項)

拒否時の手續規定を準備

拒否事由の明示(法第17條第5項)

處理期間のうちに許可などの拒否について知らせる場合には 拒否決定の原

因となる事實及びその法律的根據を具體的に明示し書面をもって外國投資家

に通報

拒否事由の解消時 許可の義務(法第17條第7項)

外國投資家が拒否の事由を解消し許可要件を滿たしたことを證する書類を提

出する場合 外國投資家の請願を處理する機關の長は3日の過ぎないうちに許

可をしなければならない

當初の拒否事由以外の事由を擧げて許可などを拒否することはできない

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

その他の請願事務の處理に關する規定

外國人投資に關する請願を處理するに當たって法及び令に定めていない事項に

對しては請願事務の處理に關する法律の規定を適用(令第24條第13項)

外國人投資の屆出の日から事業開始まで關係法令による許可などの必要な請

願事務として 外國人投資促進法上の一括·個別·直接處理の請願などに列

擧されない場合 外國投資家及び外國人投資企業の事業に對してはその法令

の規定を適用しない(法第17條第11項)

(2 ) 類型による請願事務

直接處理の請願事務

槪念 (法第 17條第 2項 )

KISCに派遣された公務員が 所屬の行政機關の長から委任專決權を付與され

直接處理できる請願事務

種類 (7つ) : 滯留資格の付與 滯留資格の變更に關する許可 滯留期間の延

長に關する許可 再入國の許可 外國人登錄事項の變更 現物

出資完了の確認 事業者登錄

處理の手續き(令第 24條第 1項 )

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

外國投資家又はその代理人がKISCに直接申請 關係行政機關から派遣され

た公務員が直ちに處理

該當個別法に定めた樣式及び外國人投資促進法に定めた處理期間により處理

但し事業者登錄の場合は事業開始の日より20日以內にKISCに事業者登錄を

申請(法人の場合 法人設立の屆出と同時に申請可能) 管轄の稅務署に移

送 管轄の稅務署から事業者登錄證を發給 KISCに回申又は請願を申

請した人が希望する場合には稅務署から請願を申請した人に直接發給

直接處理の請願事務の種類及び處理期間

請願事務名 根據法令 處理期間

1．現物出資完了の確認 外國人投資促進法第30條第3項 卽時

2．滯留資格の付與 出入國管理法第23條 卽時

3．滯留資格の變更に關する許可 出入國管理法第24條第1項 卽時

4．滯留資格の延長に關する許可 出入國管理法第25條 卽時

5．再入國の許可 出入國管理法第30條第1項 卽時

6．外國人登錄事項の變更に關する屆出 出入國管理法第35條 卽時

7．事業者登錄 付加價値稅法第5條 7日

一括處理の請願事務

對內直接投資制度の案內

42



Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

槪念 (法第 17條第 3項 )

請願事務の性格及び處理期間などを考慮して5つの請願群に分類し各請願に對

する主要許可のある場合 それに伴う議題對象に關する許可も得たものと見なされる

請願

處理の手續き

外國人投資促進法に定めた請願の樣式及び期間によって處理(令第24條第2項)

一括處理の請願申 書に議題處理を希望する請願の明細書を添付

請願事務の手續きの流れ(法第 17條 )

⑦直接回申
⑦回申

⑦ KIS C經由

②移送

④協議申請

⑤意見提出

⑦回申

市·郡·區

(許可などの處理期間 )

市·道の外國人

投資振興センタ

(督勵 ·點檢 )

協議機關

(關係部處 )

①依賴

③通報

⑥督勵·

點檢

外 國 投 資 家

K IS C

(外國投資家の請願を

代行 :One- Stop Service

提供 )

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

※外國投資家の請願處理及び結果回申に際しての留意事項

⑧處理期間延長の通報 : 當初の處理期間以內で延長可能

⑨請願內容の補完要求 : 外國投資家の請願別條件及び補完時期を提示(補

完處理の期間は請願の處理期間に算入しない)

⑩條件付の承認 : 外國投資家の請願別の不備事項に對する補完を條件とし

て前承認

⑪許可などの拒否 : 拒否事由の解消後再申請(3日以內に許可)

<說明>

①請願をした人が KISCに申請書類の作成及び提出などの請願代行を依賴

(市·郡·區に直接申請できる)

②KISCが請願申請書類の作成及び移送(提出)を代行

一括處理及び個別處理の請願については該當申 書に具備書類を添えて

管轄の市·郡·區の長に提出するその際議題處理を希望する請願の場合

には議題處理の請願に關連した具備書類も同時に提出

③KISCは請願申請書類の移送(提出)の事實を該當市·道の外國人投資振

興センタ に通報

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

④KISCから地方自治體に移送された書類は文書係りを經て請願擔當の各部

署に受け付けられる協議機關との打ち合わせが必要の場合は 請願處理機

關の長(擔當部署)は直ちに打ち合わせを要請

※各請願の擔當處理課 : 工場設立及び事業計畵に關する承認 工業課

建築許可及び建築物使用に關する承認 建築課

廢水 (大氣)の排出施設に關する許可 環境課

⑤打ち合わせを要請された關係機關の長は請願處理期間滿了の1日又は2日前

(處理期間が7日を超える請願の場合に限る)まで意見を提出しなければならなく

不同意の場合はその事由を明示

⑥請願の受付事實を通報された外國人投資振興センタ の長は請願事務の円

滑な處理を督勵·點檢し許可拒否を通報された場合はその拒否事由が適正

するかどうかを檢討して問題の解決を調整

⑦請願處理機關の長は 許可などが適合であるかどうかを檢討した後許可など

の可否をその處理期間のうちにKISCや請願した人又は市·道の投資振興セ

ンタ に回申

處理期間のうちに許可拒否の事實を通報しない場合は その處理期間滿了

の翌日に許可を得たものとみなす(自動承認制)

この場合 請願の處理機關の長は直ちに當該許可などがあったことを證する

書類を交付しなければならない

⑧處理期間延長の通報

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

請願處理機關の長は處理期間のうちに請願が處理できない合理的かつ客觀

的事由のある場合 1回に限り當初の處理期間內で處理期間が延長できる

⑨請願內容の補完又は補正の要求

請願處理機關の長は 補完又は補正が必要の場合は期間を決めて要求で

き期間は處理機關に算入しない

⑩前(條件付)承認

請願の處理機關の長は許可などに關連して添付書類など一部の要件が具

備していない場合にもその補完の時期を決め 條件付で許可できる

條件付で許可などを得た人が 次の段階の許可などを申請する時は當該許

可などの直前段階の請願に付けられた條件を移行したことを確認しうる書類を

請願の處理機關の長に提出しなければならない

※條件補完の時限(令第24條第8項)

イ．工場設立及び事業計畵に關する承認 : 建築許可を申請する(建築許可

に關する議題處理を申請し許可

を得た場合は着工を屆け出る)まで

ロ．建築許可 : 着工を屆け出るまで

ハ．環境關連の許可 : 稼動開始を屆け出るまで

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

ニ．建築物使用に關する承認 : 建築物臺帳を登錄するまで

⑪ 認·許可の拒否時の手續きに關する規定

請願事務の許可などを拒否する場合には拒否の事由及び法律的根據を明

示して外國人投資振興センタ 及び請願した人に書面をもって知らせ 請願し

た人が拒否の事由を解消した後再申請する時は3日以內に許可しなけらばな

らなく當初の拒否の事由以外に別の事由を擧げて請願事務の許可を拒否

することはできない

一括處理の請願事務の種類及び處理期間

區分 議題對象の許可 處理期間

1．工業配置及び工場

設立に關する法律

第13條第1項の規

定による工場設立

などに關する承認

農地專用に關する

許可 (農地法第36

條 )など總 16の法

律による26の請願

議題の處理が必要でない場合 : 7日

承認申請の內容の全てが市·郡·區の長の

權限に屬する場合として 國土利用管理法上

の用途地域の變更を伴わない場合 : 14日

國土利用管理法上の用途地域の變更を伴う

場合などその他の場合 : 30日

2．中小企業創業支

援法第2 1條の規

定による事業計畵

に關する承認

道路占用に關する

許可など(道路法

第40條1項)など總

14の法律による26

の請願

議題の處理が必要でない場合 : 7日

承認申請の內容の全てが市·郡·區の長の

權限に屬したり國土利用管理法上の用途地

域の變更を伴う場合 : 14日

他の行政機關との打ち合わせの過程を經なけ

ればならない場合などその他の場合 : 21日

對內直接投資制度の案內
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區分 議題對象の許可 處理期間

3．建築法第8條の規

定による建築許可

土地形質の變更

に關する許可 (都

市計畵法第4條第

1項)など總17の法

律による27の請願

標準設計圖書により建築する建築物 : 7日(3日)

市·道の地方建築委員會の建築審議對象の

建築物 (市長·道知事の事前承認對象の建

築物を含む) : 30日(15日)

その他の建築物 : 14日(7日)

4．水質環境保全法

第10條の規定によ

る 廢水の排出施

設 に關する許可

(廢水の排出施設

のない場合には大

氣環境保全法第1

0條の規定による大

氣汚染物質の排

出施設許可)

騷音·振動の排

出施設に關する許

可 (騷音·振動規

制法第 10條 )など

總6つの法律による

7つの請願

7日

5．建築法第 18條の

規定による建築物

使用に關する承認

專用水道施設の

竣工檢査 (水道法

第15條1項)など總

11の法律による12

の請願

その他の場合 : 6日

備考 : 1)建築許可の際( )は建築家が現場の調査·檢査及び確認の業務を代行する場合の

處理期間を意味する

2)建築許可の際外部專門家の環境の影響に關する檢討が必要な場合として 處理期

間が14日未滿の場合はその處理期間を14日とする

對內直接投資制度の案內
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請願の樣式及び具備書類

工場設立などに關する承認の申請(別紙樣式第12號)

①事業計畵書 (工場の敷地の豫定區域及び設備配置の計畵が表示された地

籍圖をも含む)

②申請事項に關する許可及び承認により議題の處理されるものと見なされる許

可などの明細書

③土地及び建築物 (旣存の建築物を使い 工場設立などに關する承認を受けよ

うとする場合に限る)に對する使用權を證しうる書類 : 1部

④外國人の投資比率を證する書類 (農地などの專用負擔金に對する減免を受

けようとする者に限る) : 1部

事業計畵に關する承認の申請(別紙樣式第13號)

①事業計畵書(承認を申請する場合に限る) : 1部

②變更計畵書及び變更事由書(變更に關する承認を申請する場合に限る) : 1部

③變更內容の新舊對比表(變更に關する承認を申請する場合に限る) : 1部

④申請事項に關する許可及び承認により議題の處理されるものと見なされる許

可などの明細書 :1部

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

⑤外國人の投資比率を證する書類(農地などの專用負擔金の減免を受けようと

する者に限る)

建築許可の申請(別紙樣式第14號)

①建築する大地の範圍とその大地の所有又は使用に關する權利を證する書類 :

1部

②基本設計圖書(建築物の洞別の槪要を含む) : 1部

③申請事項に關する許可及び承認により議題の處理されるものと見なされる許

可などの明細書 : 1部

④外國人の投資比率を證する書類 (農地などの專用負擔金に對する減免を受

けようとする者に限る)

排出施設の設置に關する許可(別紙樣式第15號)

①生産工程の流れ : 1部

②申請事項に關する許可及び承認により議題の處理されるものと見なされる許

可などの明細書 : 1部

建築物の使用に關する承認の申請(別紙樣式第16號)

①工事の監理完了に關する報告書 : 1部

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

②現況の圖面(建築法第9條の規定による屆出の對象に限る) : 1部

個別處理の請願事務

槪念 (令第 24條第 2項 )

外國投資家が 請願の種類により個別的に申請する請願事務に關する該當法律

に定めた請願の樣式及び處理期間に從って處理

處理の手續き

一括處理の請願事務の處理手續きと同樣

請願事務の範圍 : 法別表 2 令別表 3及び規則別表 1 (總 122 )

4．外國人投資企業に對する事後管理

(1) 外國人投資企業の變更登錄 (令第2 7條第2項 )

變更登錄の申請理由

合倂などにより外國投資家が株式などを取得した場合など(法第7條)

外國投資家が外國人投資企業の株式を他の人に讓渡した場合など(法第23條

第1項)

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

外國人投資企業の商號又は名稱が變更されたり(令第27條第2項第3號)當該

企業の株式又は持分を所有している外國投資家の商號·名稱及び國籍の變

更された時(令第6條)

外國人投資金額·外國人投資比率·投資方法·行おうとする事業·外國人

投資企業の住所など登錄內容が變更された時(令第6條)

株式などの讓渡者·借款の提供者·借款の條件などが變更された時(令第6條)

變更登錄の申請方法

事由發生の日より30日以內に事後管理機關(外國人投資の屆出の受付機關又

は許可の申請機關)に提出

提出書類 : 外國人投資企業の登錄申請書(變更登錄) 事由を證する書類

(2 ) 關稅などを免除され導入した資本財 の處分 (讓渡·貸與·屆出をし

た目的以外の目的で使用する際 (法第22條第 1項 )

輸入屆が受理された日より5年が經過していない場合 : 事前の屆出

屆出の受付機關 : 事後の管理機關(外國人投資屆出の受付機關)

提出書類 : 資本財處分に關する屆出書

輸入屆が受理された日より5年が經過した場合 : 屆出不要 (特別の屆出をせ

ず自由に處分できる)

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

(3 ) 外國人投資企業の追加事業の經營

外國人の投資比率が10%未滿の外國人投資企業

全面開放の業種 部分制限の業種 未開放の業種など全ての業種に對し追加

的に事業を行うことができる(屆出不要)

外國人の投資比率が10%以上の外國人投資企業 (令第 29條第 2項第 1號 )

追加事業の經營が自由な場合(外國人投資促進法によると屆出不要)

完全開放の業種を追加的に營む場合

部分制限の業種を追加的に營む場合

追加事業の經營が禁止される場合

部分制限の業種に對しその許容基準を超えて營む場合

未開放の業種を追加的に營む場合

(4 ) 外國人投資企業の他國內企業の株式取得

外國人の投資比率が50%未滿であり外國投資家が最大の株主でない外國

人投資企業

對內直接投資制度の案內
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他の全ての國內企業の株式が自由に取得できる

外國人の投資比率が50%以上 あるいは外國投資家が最大の株主である外

國人投資企業 (令第 29條第 2項第 2號 )

他の國內企業の株式が自由に取得できる場合

完全開放の業種を營んでいる他の國內企業の株式を取得する場合

部分制限の業種を營んでいる他の國內企業の株式などをその許容基準の範圍

で取得する場合

金融業又は保險業などを營んでいおり他の國內企業の株式取得が事業內

容の全てあるいは一部である外國人投資企業が 他の法令により他企業の株

式などを取得する場合

未開放の業種を營んでいる他の國內企業の株式などを10%以內で取得する

場合

他の國內企業の株式取得が禁止される場合

部分制限の業種を營んでいる他の國內企業の株式などをその許容基準を超え

て取得する場合

未開放の業種を營んでいる他の國內企業の株式などを10%以上取得する場合

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

(5 ) 株式などの讓渡及び減少に關する屆出 (法第23條第1項 令第30條第1項)

屆出の事由

外國投資家が所有している株式などを他の人に讓渡する場合

資本の減少により外國投資家が所有している株式などを減少させる場合

屆出の時期

株式などを讓渡する場合 : 讓渡契約が締結された日より30日以內

資本減少の場合 : 商法第439條の規定による債權者に對する催告期間の終了

日より30日以內

提出書類

株式又は持分などの讓渡及び減少に關する屆出書

讓渡契約書 資本減少の變更に關する登記など讓渡及び減少を證しうる書類

管轄の稅務署長が發行する納付すべき稅額の確認書 (讓受人が外國人の場

合)

對內直接投資制度の案內
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Ⅲ．外國人投資に關する屆出及び認·許可

株式又は持分の讓渡及び減少の屆出 外國人投資企業の變更に關する登錄申請

提出書類

株式などの讓渡及び減少に關する屆出書

(2部)

管轄の稅務署長が發行する納付すべき

稅額の確認書の寫し1部 ( (讓受人が外國

人の場合に限る)

受託機關:新株の取得による外國人投資の

屆出の場合と同樣

處理期間 : 直ちに處理(屆出濟證を交付)

屆出期限 : 株式などの讓渡及び減少後30

日以內

提出書類

登錄變更の申請書(1部)

變更の內容を證する書類(寫し 1部)

受託機關 : 外國人投資の屆出の受付

機關

處理期間 : 1日(登錄證を交付)

屆出期限 : 變更登錄の事由が發生し

た日より30日以內

對內直接投資制度の案內
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Ⅳ．外國人投資に對する支援

Ⅳ．外國人投資に對する支援

1．租稅に對する支援

(1) 租稅支援制度の意義

國內産業の競爭力の强化に肝要な外國人投資事業に對しては租稅特例制限

法に定めたところにより法人稅·所得稅·取得稅·登錄稅·財産稅及び總

合土地稅などの租稅を減免(法第9條)

(2 ) 租稅減免の對象 (租稅特例制限法第 5章 )

高度技術隨伴の事業及び産業支援サ ビス業 (租稅特例制限法第 12 1條の

2 令第 116條の2 )

國內事業の國際競爭力の强化の爲に必要と認められ 財政經濟部の長官が外

國人投資委員會の審議を經て定める高度技術隨伴の事業(436業種)及び産業

支援サ ビス業(97業種)に該當しなければならない

高度技術隨伴の事業及び産業支援サ ビス業は共に下記の條件を全部滿たさ

なければならない

國民經濟に對する經濟的又は技術的波及 果が大きく産業構造の高度

化及び産業競爭力の强化に肝要な技術

國內に導入された最初の日(當該技術を伴う外國人投資の屆出が受理された

對內直接投資制度の案內
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Ⅳ．外國人投資に對する支援

日又は技術導入契約の屆出が受理された日)より3年が經ていない技術 もしく

は3年が經た技術としてすでに導入された技術に比べ經濟的 果や技術的性

能の優れた技術

當該技術が必要とされる工程又は當該サ ビスのほとんどが國內に於いて行

われる技術

外國人投資地域の入居事業 (法第 18條 令第 25條 )

外國人投資地域の指定

外國人投資を誘致する爲 外國投資家が希望する地域を外國人投資委員會

の審議を經て市長や道知事が指定

外國人投資地域の指定對象の基準

製造業又は産業支援サ ビス業及び高度技術隨伴の事業を行う爲に工場

施設を設置する外國人投資として次に該當する場合

外國人の投資金額が米ドル1億ドル以上の場合

外國の人投資比率が米ドル50%以上の外國人投資企業として新規常時雇

用の規模が1,000人以上の場合

外國人の投資金額が米ドル5,000萬ドル以上であり當該外國人投資企業

の新規常時雇用の規模が500人以上の場合

對內直接投資制度の案內
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旣に開發の完了された國家産業團地又は地方産業團地の一部又は全部を

外國人投資地域として指定した時は 外國人の投資金額が米ドル3,000萬ド

ル以上であり當該外國人投資企業の新規常時雇用の規模が300人以上の

場合

施設を新たに設置する觀光ホテル業 水上觀光ホテル業及び國際會議施設業

2003年12月31日まで屆出をした外國人投資として外國人の投資金額が米ド

ル3,000萬ドル以上であること(2005年12月31日まで出資目的物の拂い み

が濟むものまで認定)

濟州道又は觀光振興法の規定による觀光團地又は觀光特區內の總合休養

業

2003年12月31日まで屆出をした外國人投資として外國人投資金額が米ドル

5,000萬ドル以上(2005年12月31日まで出資目的物の拂い みが濟むものま

で認定)

自由貿易地域などに入居する事業

對象事業

自由貿易地域の指定などに關する法律の規定による入居企業體が營む製造

業及び物流業

對內直接投資制度の案內
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國際物流基地の育成の爲の關稅自由貿易地域の指定及び運營に關する法

律による登錄物流業

投資要件及び規模

工場施設を新たに設置しなければならない

製造業 :外國人の投資金額が米ドル3,000萬ドル以上であり新規常時雇用

の規模が300人以上

物流業 :外國人投資金額が米ドル3,000萬ドル以上

※從來の馬山及び益山の輸出自由地域に入居した事業

從來の輸出自由地域は自由貿易地域として指定されたものと見なし(自由貿易

地域設置法の付則第2條) 租稅減免及び賃貸料の適用に關しては外國人投資

地域の場合と同樣に適用(法付則第6條)

從って輸出自由地域に入居した外國人投資企業は外國人投資地域に入居

した企業と同樣の租稅減免を受ける

舊株の投資などに對する租稅減免の排除

舊株などの取得による外國人投資の場合は租稅減免のインセンティブを適用し

ない (租稅特例制限法第121條の2の第9項)

對內直接投資制度の案內
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Ⅳ．外國人投資に對する支援

*國公有財産の賃貸及び行政支援サ ビスの提供などその他の支援制度は適用

外國爲替取引法により取得した株式又は不動産を處分した代金を出資した場合は

租稅減免を排除

海外進出企業の國內への再投資 : 海外の現地法人に對する韓國法人(又は

國民)の直·間接出資の比率に相當する部分は租稅減免を排除

長期借款 : 長期借款は 減免比率を計算する際に適用する外國人投資比率

に含まれない

(3 ) 租稅減免の細部の內容 (租稅特例制限法第121條の2 令第116條の2)

法人稅·所得稅

租稅減免の對象として指定された産業支援サ ビス業 高度技術隨伴事業及

び外國人投資地域に入居した事業などに同樣の租稅減免のインセンティブ

租稅減免の稅額の範圍

租稅減免の對象として指定された事業から生じた所得に對する法人稅又は所

得稅(總算出稅額×減免對象事業の所得／總課稅標準)に外國人の投資比

率を掛けた金額

租稅減免の期間及び比率

對內直接投資制度の案內
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租稅減免の對象として指定された事業から所得の發生した初年度から7年間は

100% それ以降の3年間は50%を減免

但し事業開始後5年が經つまで所得の發生しない場合は 5年目になる年から

7年間は100% それ以降の3年間は50%減免

配當金に對する法人稅·所得稅

租稅減免の稅額の範圍

算出した配當所得稅に全體事業から發生した所得の中で租稅減免の對象と

して指定された事業から發生した所得の占める比率を掛けた金額

租稅減免の期間及び比率

外國人投資企業の法人稅及び所得稅と同樣

土地·建物に對する取得稅·登錄稅·財産稅

租稅減免の稅額の範圍

算出した稅額に外國人投資比率を掛けた金額

租稅減免の期間及び比率

事業開始日より5年間は100% それ以降は50%

對內直接投資制度の案內
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但し事業開始日の前であっても租稅減免の對象となる事業として指定された

以降 取得財産の場合は取得稅及び登錄稅は全額免除 財産稅は取得した

日より5年間は100% それ以降の3年間は50%

地方自治體が 條例により控除期間を15年まで延長したり減免比率を高めた場

合はこれに從う

總合土地稅

控除對象の金額

課稅標準に外國人の投資比率を掛けた金額を課稅標準から控除する

控除期間及び比率

事業開始日より5年間は100% それ以降の3年間は50%

但し事業開始日の前に所得した財産の場合は取得した日より5年間は100%

それ以降の3年間は50%

地方自治體が條例により控除期間を15年まで延長したり控除比率を高めた場

合はこれに從う

增資の租稅減免 (租稅特例制限法第 12 1條の4 令第 116條の6 )

外國人投資企業が增資する場合 當該增資分に對する租稅減免(關稅を含む)

對內直接投資制度の案內

63



Ⅳ．外國人投資に對する支援

は最初に投資した場合と同じように租稅減免に關する規定を準用する

準備金 再評價積立金及びその他の積立金の資本轉入による增資の場合 增

資分に對する租稅減免は舊株の減免の例に倣い その減免期間の殘餘期間と

減免比率により減免する

但し外國人投資企業が有償減資をしてから5年以內に增資し租稅減免を申

請する場合は純增部分に對する外國人の投資比率に限って減免

(4 )租稅減免の申請及び決定手續き

<租稅減免 の手續きの流れ>

(20日以內)

外國人投資の屆出

(新規·增額 )
租稅減免の申請

關係各部及 び

處と打ち合わせ

租稅減免 の決

定及び通報

租稅減免が受けら

れるかどうかに關す

る事前の確認を申

請 (財政經濟部 )

·投資の屆出と

同時に申請で

きる

·事前に租稅減

免が受けられる

ことを確認した

場合も申請

·當該事業の

主務大臣及

び入居地域

の地方自治

體の長

·通報對象

–申請者

–國稅廳の長

–關稅廳の長

–管轄の地方

自治體の長

對內直接投資制度の案內

64



Ⅳ．外國人投資に對する支援

租稅減免の申請 (租稅特例制限法第 12 1條の2の第6項 )

申請期限

新規投資 : 外國人投資企業の事業開始日が屬する課稅年度の終了日まで

增額投資 : 增額投資の屆出をした日より2年になる日まで

※申請期限が滿了した後申請する場合 : 殘餘減免の期間に限って租稅減免

租稅減免の事前確認制度(租稅特例制限法第121條の2の第8項)

外國投資家が 投資するつもりの事業について租稅減免の對象に該當するか

どうかを事前に確認することで投資の決定を容易にさせる

租稅減免の對象事業として指定されたことを事前に確認した場合も外國人投

資の屆出をした後別途の租稅減免を申請することが必要である

租稅減免內容變更に關する申請 : 當該變更の事由が發生した日より2年にな

る日まで

申請機關 : 財政經濟部の經濟協力總括課 (☎02 503 9137)

外國爲替銀行及びKISCに外國人投資に關する屆出書と租稅減免の申請

書の同時提出が可能である

對內直接投資制度の案內
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この場合 外國人投資の屆出を處理する機關は外國人投資の屆出に對しては

所定の手續きに從って處理し租稅減免の申請分に對しては受け付けられ次

第に一切の關連書類を財政經濟部へ移送

申請時の具備書類

租稅減免の申請書3部及び下記の書類を添付

當該技術に關する說明書

當該技術を使い生産·供給する製品及びサ ビスの活用範圍を記載した書

類

生産方式及び工程(製造技術に限る)

經濟的 果又は技術的性能を證憑する資料

同種又は類似製品と比べた性能 品質及び費用節減に關する事項

高度技術であることを證憑するその他の資料

工業所有權 認證書 試驗合格書 技術開發に關連した資料 第3國への供

與實績

* 租稅減免の對象に該當するかどうかについて事前に確認した場合にも上記の具

備書類を備えなければならない

對內直接投資制度の案內
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租稅減免の可否に關する決定 (租稅特例制限法第 121條の2の第 8項 )

處理期間 : 租稅減免の申請日より20日以內に決定

關係各部及び處との打ち合わせ

當該事業の主務大臣 : 高度技術又は産業支援サ ビス業に該當するかどう

かに關する打ち合わせ

地方自治體の長 : 當該地方自治體が條例に定めた地方稅の減免期間及び

減免比率の確認

租稅減免の決定及び通報 (租稅特例制限法第 12 1條の2の8項 )

財政經濟部長官は 關係各部及び處との打ち合わせの結果に基づき租稅減

免の可否を決定

※但し租稅減免を受けている事業の爲に增額投資の場合には打ち合わせを省略

財政經濟部長官が租稅減免に關する事項を決定した時は申請者 關稅廳·地

方自治體の長にそれぞれ決定の內容を通報

增資に對する租稅減免の決定 (租稅特例制限法第 121條の4 令第 116條の6の

第 1項 )

對內直接投資制度の案內
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有償減資の後5年以內に再び增資する場合には減資の前より純增加した部分に

對してのみ租稅減免を決定

事業開始の屆出 (租稅特例制限法施行令第 115條の4 )

事業開始日の前に租稅減免の對象事業として認められた外國人投資企業は

事業開始日より20日以內に管轄稅務署長に事業開始のことを屆け出なければな

らない

管轄の稅務署長は租稅減免の對象事業として認められた外國人投資企業の

事業開始日を確認し當該事業場を管轄する地方自治體の長に通報

(5 ) 技術導入の代價に對する租稅減免 (租稅特例制限法第 12 1條の6)

免除の對象

韓國の國民あるいは韓國法人が 外國人から國內産業の國際競爭力の强化に

肝要な高度技術を導入する場合 技術の提供者のもらう技術導入代價(royalty )

に對する法人稅又は所得稅を免除

※租稅免除對象の高度技術は財政經濟部長官が外國人投資委員會の審議を

經て選定·告示(租稅免除對象の高度技術事業 : 高度技術445 産業支援

サ ビス89 合計534)

免除の期間 : 當該契約に於いてその代價を支給することにした最初の日より5年間

對內直接投資制度の案內

68



Ⅳ．外國人投資に對する支援

申請期限 : 當該技術の導入契約が締結された日より1年 又は技術導入の代價

を支給した最初の日のうち先に到來する日以內 (申請の期限が切れ

た後申請する時 : 殘餘期間に限って租稅免除)

申請機關 : 當該技術の主務大臣

處理期間 : 租稅免除を申請した日より7日以內

申請時の具備書類 : 技術導入の代價に對する法人稅などの免除申請書1部に

下記の書類を添付

技術導入契約書(寫し)

當該技術又は製品に對する公認機關の認證試驗合格書ないし評價書 工業所有

權に關する資料

技術開發關連の資金及びその他の高度技術性を證する資料

【參考】現行の技術導入契約の屆出制度 (法第 25條 )

屆出の對象 : 技術導入に對する代價を支給する期間又は契約期間が1年以

上として下記の技術を導入する契約

租稅免除對象の高度技術として租稅減免を申請する場合

航空宇宙産業開發促進法第2條第2號及び3號の規定による航空機及び宇

對內直接投資制度の案內

69



Ⅳ．外國人投資に對する支援

宙飛行體(地上の支援設備を含む)

防衛産業に關する特別措置法第4條第2項第1·2·4·6·7·10號の規定

による放散物資に係る技術

屆出機關 : 主務大臣

處理期間 : 卽時(但し屆出と同時に租稅減免を申請する場合は7日)

發 期限 : 當該技術の導入契約に關する屆出をした日より6か月以內 但し産

業資源部長官の承認を得て延長できる

2．國·公有財産の賃貸及び賃貸料の減免

(1) 國有財産の賃貸及び賃貸料の減免 (法第 13條及び令第 19條 )

賃貸期間及び賃貸料の比率

賃貸期間を現行の20年から50年以內に擴大

50年の範圍で賃貸期間の更新が可能

賃貸料は土地などの價額の1%以上の比率を掛けて算出した金額

賃貸料に減免

對內直接投資制度の案內
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減免の對象 : 外國人企業專用團地 國家産業團地及び外國人投資地域內

の國家所有の土地など

減免の基準及び比率

100%まで減免 : 外國人投資地域に入居する外國人投資企業 外國人企業

專用團地に入居し外國人投資金額が米ドル100萬ドル以

上である租稅減免對象の高度技術事業

75%まで減免 : 外國人企業專用團地に入居した米ドル1,000萬ドル以上の製

造業 SOC擴充·産業構造の調整·地方自治體の財政自

立なに寄與する事業(外國人投資委員會に於いて決定)

50%まで減免 : 米ドル100萬ドル以上の高度技術隨伴事業 米ドル1,000萬ド

ル以上の一般製造業及びSOC擴充など外國人投資委員會

の決める事業を行う外國人投資企業が 國家産業團地

內の國有財産を賃貸する場合

對內直接投資制度の案內
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※外國人專用團地

現況

團地名
分讓及び賃貸の現況(2001．4 現在)

分讓及び賃貸價格
區分 對象面積 殘餘面積

天安外國人團地

(忠淸南道天安市白石洞)

分讓 61,058 155,000

賃貸 430,024 121／月

平洞外國人團地
(光州廣域市光山
區ザンロック洞)

分讓 賃貸

賃貸 627,400 33,761 40／月

大佛外國人團地

(全羅南道靈岩郡三湖面)

分讓 517,479 86,383 69,400

賃貸 441,179 51,494 27／月

入居資格

天安外國人團地 : 外國人の投資比率の30%以上

平洞·大佛團地 : 外國人の投資比率の10%以上

入居業種

天安外國人團地 : 高度技術隨伴の業種 新技術隨伴の業種 (一般製造業

は入居不可)

平洞·大佛團地 : 上記以外の一般製造業

對內直接投資制度の案內
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(2 ) 公有財産の賃貸及び賃貸料の減免 (法 第 13條及び令 第 19條 )

賃貸期間

國有財産と同じく50年

賃貸料の減免對象及び比率

公有財産の賃貸料減免對象の事業·減免率などは地方自治體が條例に定め

るように規定

(3 ) 國·公有財産の賣却·賃貸及び賃貸料減免の申請手續き(法第 13條

及び令第19條 )

賣却及び賃貸の手續き

國家及び地方自治體所有の土地 工場 その他の國·公有財産を隨意契約に

より外國人投資企業に使用 受益 賃貸又は賣却できる(租稅減免の對象事業

でない場合にも可能)

賃貸の期間は50年まで可能であり賃貸期間の終了時 國家及び地方自治體

に寄付したり現狀への復元を條件付として賃貸土地の上に工場など永久賃貸物

の築造が可能

土地などの賣却に於いて賣却代金の一時納付が困ると認められる場合 納付期

對內直接投資制度の案內
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日を延期したり分割して納付できる (適用利子率4%以內)

國有財産 : 1年の範圍で納付期日を延期したり20年の範圍で分割して納付

公有財産 : 條例に定めたところにより納付期日を延期 又は分割して納付

賃貸料減免の申請の手續き

國有財産の賃貸減免の申請

國有財産の賃貸料の

減免申請(外國人投資企業)

國有財産の管理廳

(減免の對象に當たるかどうかを確認)
減免の決定

※ 減免申請の際の具備書類

① 賃貸料減免の對象事業であることを證する書類

② 土地などに對する賃貸業の契約書(寫し 1部)

公有財産の賃貸料減免の申請

公有財産の賃貸料減免の申請

(外國人投資企業)

地方自治體の長

(減免の對象に該當するか

どうかを確認)

減免の申請

對內直接投資制度の案內
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3．關稅に對する支援

(1) 關稅の減免 (租稅特例制限法第 12 1條の3)

免除の對象

法人稅又は所得稅の減免される事業に直接使用される資本財として新しく發行

する株式などの取得による投資の屆出に基づき導入される場合に限る

外國人投資企業が 外國投資家から出資された對外支給手段又は內國支給

手段として導入する資本財

外國投資家が出資の目的物として導入する資本財

* 舊株などの取得による外國人投資に對しては適用されない

* 資本財とは 産業施設 (船舶 車兩 航空機などを含む)として機械 資材 施設

品 器具 部分品及び農林·水産業の發展に必要な家畜 種子 樹木 魚·貝

類 その他の主務大臣が當該施設の初の試運轉 (試驗事業を含む)に必要と認

める原料 豫備品及びこれらの導入に伴う運賃 保險料と施設をしたり助言をする

技術又は用役のことを言う

適用期間 (租稅特例制限法第 116條の5 )

外國人投資の屆出をした日より3年以內に關稅法による輸入屆が完了しなければ

ならない

對內直接投資制度の案內
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但し工場設立に關する承認の遲延などその他のやむを得ない事由により上記の

期間のうちに輸入屆が完了できない場合 追加で3年以內に財政經濟部長官の

承認を得た場合にはその期間とする

免除對象の稅目 : 關稅 特別消費稅及び付加價値稅

申請機關 : 輸入屆の稅關の長

申請時の具備書類 : 關稅など免除申請書1部及び次の添付書類

法人稅など減免の對象であることを證する書類 (寫し 1部 : 租稅減免決定の公

文)

資本財など導入物品の明細確認書(寫し 1部)

出資の目的物として導入することを證する書類(寫し 1部)

(2 ) 輸入通關上の特例

資本財として導入された物品明細書の確認の對象

外國人投資企業が外國投資家から出資された對外支給の手段又は內國支給の

手段として導入したり外國投資家が出資の目的物として導入する資本財として關

稅などが免除される場合

對內直接投資制度の案內
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資本財として導入された物品明細書の確認 (法第 29條 令第 38條の第 2項 )

導入資本財の確認を要望する場合には資本財の數量 規格 價格及び制作者

などを明示した導入物品の明細書を作成し船積みの前に外國爲替銀行の長又

はKOT RAの社長(KISCに申請)に導入物品明細書の確認を申請しなければな

らない

申請の際 價格を證する書類 (物品賣り渡しの確約書)を提出しなければならな

い

※通關の手續き

導入された資本財を通關しようとする時 物品を搬出する爲には通關しようとする稅

關に輸入屆を提出し屆出が受理されなければならない

關稅などが免除される資本財の場合 具備書類は以下のとおりである

申請書

租稅減免の對象であることを證する書類

外國人投資企業が外國投資家から出資された對外支給の手段又は內國支

給の手段として導入したり外國投資家が出資目的物として導入する資本財で

あることを立證する書類

資本財として導入された物品の明細確認書

對內直接投資制度の案內
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その他の通關の際 基本的に提出すべき書類 (例 : 送り狀 B/ L 價格屆出

書 統合公告上の具備書類)

* 關稅などが免除される資本財であっても免除される爲には必ず輸入屆が受理さ

れる前に關稅などの免除申請書及び具備書類を提出しなければならない

* 出資の目的物として導入される資本財であっても關稅などが付加される場合に

は付加價値稅を控除される爲に資本財の導入の前に事業者登錄を行うことが必

要である

(3 ) 資本財の出資に關する特例

現物出資の完了確認 (法第 39條 )

出資の目的物として導入される資本財(現物出資)については 資本財の通關後

KISC(關稅廳から派遣された職員)により現物出資が完了したことが確認されると

濟む

外國投資家が資本財を出資する場合には商法第299條の規定にも關わらず關

稅廳の長が現物出資の移行及びその目的物の種類 數量 價格などを確認し

た現物出資完了確認書を非訴訟件の手續法第203條の規定による檢査人の

檢査報告書と見なす

現物出資完了確認の申請は資本財が數次分割して通關される場合には資本

財が最終的に通關された後にすべきであり具備書類は申請書と輸入屆濟證の

對內直接投資制度の案內
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寫しとして直ちに處理される

現物出資完了の通報 (令第 39條 )

關稅廳の長は現物出資の完了を確認した上 これを韓國銀行の總裁に遲滯な

く通報しなければならない

資本登載及び外國人投資企業の登錄 (法第 2 1條 令第 27條 )

外國人投資企業は 出資の目的物としての資本財の導入が完了すると現物出

資完了の確認書を受けて管轄の裁判所に資本登載又は法人登記を行い 外國

爲替銀行の長又はKOT RAの社長に外國人投資企業の登錄の際提出しなけ

ればならない

(4 ) 資本財の事後管理

處分が制限される場合 (法第 22條 令第 29條 )

關稅などの免除を受けて導入された資本財を讓渡又は貸與したり屆出をした目

的外の目的で使用しようとする時は前もって外國爲替銀行の長又はKOT RAの

社長に屆出をして遲滯なく屆濟證を交付されなければならない

但し關稅の免除を受けて導入された資本財として 關稅法による輸入屆の受

理の日より5年が經過した後これを處分したり使用する場合は除かれる

資本財の處分に關する屆出をしない者は5年以下の懲役又は5千萬ウォン以下の

對內直接投資制度の案內
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Ⅳ．外國人投資に對する支援

罰金に處される(法第33條)

關稅が追徵される場合 (租稅特例制限法第 121條の5 令第 116條の8 )

外國人投資企業の登錄が抹消された場合 又は廢業された場合には抹消の日

あるいはは廢業の日から起算して前の3年 (特別消費稅及び付加價値稅の場合

いは5年)以內に減免された稅額を追徵する

出資目的物が 屆け出をした目的外の目的で使用·り處分された場合には 關

稅法による輸入屆の受理の日より起算して3年 (特別消費稅及び付加價値稅の

場合には5年)以內に屆出をした目的外の目的に使用·處分する資本財につい

て減免された稅額を追徵する

外國投資家が外國人投資促進法により所有している株式などを韓國の國民ある

いは韓國法人に讓渡する場合には當該事業に於いて最初に所得の發生した課

稅年度及び5年になる日の屬する課稅年度の中で先に到來する課稅年度の初

日より3年以內に讓渡する場合に減免される稅額を追徵する

追徵する關稅の額を計算する際 その物品が變質又は損傷したり使用により當

該物品の價値が減少したものについては價値減少に伴う價格の低下分に相應す

る關稅を輕減できる

關稅の追徵が免除される場合

(租稅特例制限法第 121條の第 5項 令第 116條の10 )

外國人投資企業が合倂により解散し外國人投資企業の登錄が抹消された場合

對內直接投資制度の案內
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Ⅳ．外國人投資に對する支援

關稅などの免除を受けて導入され使用中の資本財が 天災地變·不可抗力的

な事由·減價償却技術の進步その他の經濟與件の變動などによってその本來

の目的に使用できなくなり財政經濟部長官の承認を得て本來の目的外の目的

に使用したり處分する場合

證券取引法のより當該外國人投資企業を公開する爲に株式などを韓國の國民

あるいは韓國法人に讓渡する場合

租稅減免の目的を達成したと認められる場合として大統領が定める場合

4．その他

專用負擔金の減免 (法第 17條 )

外國人投資企業が工場設立の爲に農地又は山地を專用する場合 專用負擔

金を減免

減免の對象及び比率 : 製造業に限って外國人投資比率ほど減免

株式の配當に關する特例 (法第 30條 )

株式の配當は利益配當の總額の1/ 2が超過できないとの商業上の但し書の規

定にも關わらず 外國人投資企業は特別の決議のある場合利益配當の總額に

相當する金額まで株式が配當できる

對內直接投資制度の案內
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Ⅳ．外國人投資に對する支援

産業財産權の鑑定に關する特例 (法第 30條 )

外國人投資の出資目的物として投資される産業財産權をベンチャ の育成に

關する特別措置法施行令第4條に定める技術評價機關に於いて價格を評價す

る場合 その評價の內容は商法第299條の2の規定による公認鑑定家の鑑定した

ものと見なす

對內直接投資制度の案內
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Ⅴ．外國人投資地域

Ⅴ．外國人投資地域

1．外國人投資地域の指定·開發·管理 (法第 18條 )

(1) 指定の基準

業種の基準 指定の基準

製造業

高度技術

隨伴事業

産業支援サ

ビス業

<外國人投資地域の新規開發の際>
外國人の投資金額が米ドル1億ドル以上
外國人の投資比率が50%以上の企業として新規常時の雇用規模が米ドル1,00
0人以上の場合
外國人の投資金額が米ドル5,000萬ドル以上であり新規常時の雇用規模が50
0人以上の場合

<旣に開發された産業團地內に指定する際>
旣に開發の完了した國家産業團地及び地方産業團地の一部又は全てを外國

人投資地域として指定する時は 外國人投資金額が米ドル3,000萬ドル以上で
あり新規常時の雇用規模が300人以上の場合

* 但し外國人投資企業指定を申請する際 投資金額は5年以內に拂い みを濟
ませなければならない

觀光業

觀光ホテル業 水上觀光ホテル業及び國際會議施設業

2003．12．31まで屆出をした外國人投資として米ドル3,000萬ドル以上の外國
人投資(但し 2005．12．31まで出資目的物の拂い みが濟むものまで認定)
總合休養業

2003．12．31まで屆出をした外國人投資として濟州道又は觀光振興法第2條
の規定による觀光團地及び觀光特別地區內の總合休養業に投資する米ドル

5,000萬ドル以上の外國人投資 (但し 2005．12．31まで出資目的物の拂い
みが濟むものまで認定)

※外國人の投資金額を算定するに當たり韓國の國民又は韓國法人が 株式又は出資持

分を直·間接に所有している外國法人の場合にも租稅特例制限法施行令の第116條の2
の第7項及び第8項の計算方法により算定した所有比率に該當する部分はこれを外國人投
資金額に算入しない
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Ⅴ．外國人投資地域

(2 ) 指定の權利を持つ人

外國投資家が希望する地域を對象として外國人投資委員會の審議を經て市長及

び道知事が指定

※二人以上の外國投資家が投資する地域を外國人投資地域として指定できない業

種及び地域

營む業種が統計法第17條の規定により統計廳の長が告示する標準産業分類

による分類の中で同一系列の産業群に屬したり部品又は製品の生産に於いて

相互分業的な協力關係にある場合

工場の施設を設置する地域が 同一の國家産業團地內又は地方産業團地內

にあったり隣接していいる場合

(3 ) 指定の手續き

外國人投資地域の指定計畵の作成

(市長 道知事)

外國人投資委員會の審議を要請

(市長·道知事が産業資源部長官

に提出)

外國人投資委員會

の審議

外國人投資地域の指定

及び告示(市長·道知事)

對內直接投資制度の案內
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Ⅴ．外國人投資地域

(4 ) 開發·管理

原則 : 市長·道知事が開發·管理

例外 : 旣に開發された國家産業團地內に外國人投資地域を設置する場合

旣存の産業團地の管理機關が管理

(5 ) 指定の解除

市長·道知事は外國人投資地域が指定の基準に合わない場合には外國人投

資企業に對し 6か月の範圍で一定の期間を決めてその基準を備えることを命じな

ければならない

移行の期間に指定の基準を滿たさない場合には30日以內に委員會に指定解除

に關する審議を要請しなければならない

2．外國人投資地域に對する支援 (法第 19條 )

(1) 租稅の減免 (租稅特例制限法 )

外國人投資地域に入居した外國人投資企業に對し租稅減免を適用

國稅(法人稅·所得稅) : 7年間は100% その以降の3年間は50%

地方稅(取得稅·登錄稅·財産稅·總合土地稅) : 8∼15年間減免

對內直接投資制度の案內
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Ⅴ．外國人投資地域

(2 ) 賃貸料·交通誘發負擔金の免除及び支援などのインセンティブ

外國人投資地域內の國有財産に對する賃貸料を100%免除

外國人投資地域內の施設物などの建築に對し交通誘發負擔金を免除

外國人投資地域に對する醫療·敎育·住宅施設など生活環境施設の支援に

關する內容は外國人投資委員會に於いて決定

(3 ) 外國人投資地域の開發に對する支援

外國人投資地域の開發事業に關しては國家産業團地に準じて建設の費用及び

基盤施設を支援

外國人投資地域を指定する際 支援の決定された道路及び用水施設 廢水

終末處理の施設 電氣施設などインフラ施設を支援

* 産業團地の開發事業を施行する者に對し各種の租稅及び負擔金を減免

讓渡所得稅の減免及び取得稅·登錄稅を免除(地方稅法第276條)

山林專用の負擔金 農地專用の負擔金 代替農地の造成費 開發負擔金

代替造林費 代替草地造成費用 公有水面占用料など7つの負擔金を免除

(山林法など)
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Ⅴ．外國人投資地域

(4 ) 外國人投資地域に對する他法律の適用排除

外國人投資地域內の外國人投資企業に對しては中小企業の固有業種への參

加制限 指定系列化品目の生産を中小企業體に委託する義務及び國家有功者

に對する雇用義務の適用を排除

*國家有功者に對する雇用義務の免除は2003年12月31日までしばらく適用

(5 ) 輸出自由地域に對する經過措置 (法の付則第 6條 )

從來の輸出自由地域は この法による租稅減免及び賃貸料減免の適用に於い

てこれを外國人投資地域と見なす

但しこの法の施行の前に付則第5條の規定により租稅減免が認められた企業

體は 旣存の外國人投資及び外資導入に關する法律の規定による租稅減免

が適用される
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<別 添 >

外國人の直接投資關連の樣式

新株などの取得による外國人投資に關する屆出書 [樣式第 1號 ]

新株などの取得による外國人投資 の內容變更に關する屆出書 [樣式第2號 ]

舊株などの取得による外國人投資に關する屆出書 [樣式第 3號 ]

舊株などの取得による外國人投資 の內容變更に關する屆出書／許可申請書

[樣式第 4號 ]

株式又は持分 の取得に關する屆出書 [樣式第5號 ]

長期借款方式 の外國人投資に關する屆出書 [樣式第 6號 ]

租稅減免申請書／租稅減免 の內容變更申請書 [樣式第 8 0號 ]

租稅減免對象 の該當事項に關する事前確認申請書 [樣式第 81號 ]

事業開始日に關する屆出書 [樣式第 82號 ]

關稅·特別消費稅·付加價値稅の免除申請書 [樣式第 83號 ]



[別紙樣式第1] 外國人投資

新株などの取得による外國人投資に關する屆出書
處理期間
卽時

外國

投資家

①商號又は名稱

(英文) ③國籍

②住所(英文)

內國投資家 ④商號又は名稱

外國人投資

企業

⑤商號又は名稱

(英文)
⑥資本金

取得前

取得後

⑦事業者登錄番號

⑧住所

(工場の所在地)

⑨行おうとする事業名

※韓國標準産業分類上の詳細分類 (屆出の受付機關の記載欄 )

⑩旣存の外國人投資金額及び比率 ウォン %
⑪今度の外國人投資金額及び比率(%) ウォン(米ドル 相當) %

⑫投資の方法

現金 ウォン(米ドル 相當) 産業

財産

權など

ウォン

(米ドル 相當)
資本財 ウォン(米ドル 相當)
株式 ウォン(米ドル 相當)
不動産 ウォン(米ドル 相當)

⑬取得しようとす

る株式 (持分 )

の內容

種類
1株當たりの額面

價格

1株當たりの取

得價額

數量 額面價格の總額 取得總額

⑭今度の取得後の外國人投資金額及び比率 ウォン(米ドル 相當) %
外國人投資促進法第5條第1項の規定により上記の通り屆けます

年 月 日

屆出人 (署名又は捺印)

(又は代理人) (電話 : )

受託機關長 殿

屆出人 殿

屆出番號 :

上記の通り屆濟のことを確認します

年 月 日

受託機關長 : 印



手數料

無し

具 備 書 類

1．令第39條第2項の規定による技術評價機關が評價した産業財産權などの價格

評價の內容を證する書類(寫し 1部 : 法第2條第1項第7號ラ目の出資目的物

を出資する場合に限る)

2．支店·事務所又は法人の淸算などによる殘餘財産であることを證する書類(寫し

1部 : 法第2條第1項第7號マ目の出資目的物を出資する場合に限る)

3．借款又はその他の海外からの借入金の償還の額であることを證する書類(寫し

1部 : 法第2條第1項第7號バ目の出資目的物を出資する場合に限る)

4．令第2條第5項各號の株式に該當することを證する書類(寫し 1部 : 法第2條第1

項第7號サ目の出資目的物を出資する場合)

5．出資しようとする不動産に關する外國爲替取引法第18條の規定による資本取引の屆

濟證(寫し 1部:法第2條第1項第7號ア目の出資目的物を出資する場合に限る)

6．令第2條第2項第2號各目の1に該當する契約書(寫し 1部)

(令第2條第2項第2號に該當する場合に限る)

7．株式及び不動産を處分した代金であることを證する書類(寫し 1部)

(令第2條第6項に該當する場合に限る)



[別紙樣式第2號] 外國人投資

新株などの取得による外國人投資の內容變更に關する屆出書
處理期間

卽時

旣に屆

けられ

た外國

人投資

の內容

①屆出の日 年 月 日

②外國投資家の商號又は名稱 ③國籍

④外國人投資金額及び比率 ウォン(米ドル 相當) %

⑤投資方法

⑥行おうとする事業

⑦外國人投資企業の住所

變更の

內容

⑧旣に屆けられた內容 ⑨ 變更後の內容

外國人投資促進法第5條第1項の規定により上記の通り屆けます

年 月 日

屆出人 (署名又は押印)

(又は代理人) (電話 : )

受託機關長 殿

屆出人 殿

屆出番號 :

上記の通り屆濟のことを確認します

年 月 日

受託機關長 : 印

手數料

無し
具 備 書 類

令第2條第2項第2號各目の1に該當する契約書(寫し 1部)

(令第2條第2項第2號に該當する場合に限る)



[別紙樣式第3號] 外國人投資

舊株などの取得による 屆出書

外國人投資 許可申請書

處理期間

屆出 : 卽時 許可:15日

株
式
な
ど
の
發
行
企
業

①商號又は

名稱(英文)
②事業者登錄番號

③住所

④工場所在地 (電話番號 : )

⑤行っている事業 ⑥資本金

※韓國標準産業分類上の詳細分類 (屆出 <申請 >の受付機關の記載欄 )

⑦旣存の外國人投資金額及び比率 ウォン(米ドル 相當) %
⑧株式(持分)の取得者 商號又は名稱(英文) ⑨國籍
⑩株式(持分)の讓渡人 商號又は名稱
⑪今度の外國人投資金額及び比率 ウォン(米ドル 相當) %

⑫取得しようと

す る 株 式

(持分)の內容

種類
1株當たりの額

面價額

1株當たりの取得

價格

數量
額面價額の總

額
取得總額

⑬今度の取得後の外國人投資金額及び比率
外國人投資促進法第6條第1項及び第3項の規定により上記の通り屆けます(申請します)

年 月 日

屆出人(申請者) (署名または押印)
(又は代理人) (電話 : )

受託機關長(または産業資源部長官) 殿
屆出人(申請者) 殿
屆出(許可)番號 :
上記の通り屆(申請)濟のことを確認(許可)します
許可の條件 :

年 月 日

産業資源部長官(又は受託機關長) : 印
手數料

具備書類 無し
1．外國人投資促進法施行規則第2條第1項第2·3·6·7號の書類 (寫し 1部)
2．讓受人が二人以上の場合は讓受人が特別の關係であることを確認するに足り
る書類(寫し 1部)

3．出資する株式が令第2條第5項の各號に當たることを證するに足りる書類及び取
得する株式相互の交換金額·交換比率など交換の條件が明示されている株式

讓受契約書の寫し各1部(法第2條第1項第7號に當たる株式を出資し舊株などを
取得する場合に限る)



[別紙樣式第4號] 外國人投資

舊株などの取得による 屆出書

外國人投資の內容變更 許可申請書

處理期間

屆出: 卽時 許可:15日

①株式取得の屆出(許可)の日 年 月 日

②外國投資家の商號及び名稱 (電話番號 : )
③株式などの發行企業

變更の內容

④旣に屆けられた內容 ⑤變更後の內容

外國人投資促進法第6條第1項及び第3項の規定により上記の通り屆けます(申請し

ます)

年 月 日

屆出人(申請者) (署名又は押印)

(又は代理人) (電話 : )

受託機關長(又は産業資源部長官) 殿 :

屆出人(申請者) 殿

屆出番號 :

上記の通り屆濟のことを確認します

年 月 日

受託機關長(又は産業資源部長官) : 印

手數料

具備書類 無し

1．令第2條第2項の各目に該當する契約書(寫し 1部 : 令第2條第2項第2號に該

當する場合に限る)

2． 讓受人が二人以上のる場合は讓受人が特別の關係であることを確認するに足りる

書類(寫し 2部 : 讓受人が變更される場合に限る)



[別紙樣式第5號] 外國人投資

株式又は持分の取得に關する屆出書
處理期間
卽時

外國人

投資

企業

①商號又は名稱 ②事業者登錄番號

③住所

(工場の所在地)
④資本金

取得前

取得後

⑤行っている事業

※韓國標準産業分類上の詳細分類 (屆出の受付機關の記載欄 )

外國

投資家

⑥商號又は名稱 ⑦國籍

⑧住所

⑨旣存の外國人投資金額及び比率 ウォン(米ドル 相當) %

取得する株式

(持分)の內譯

⑩種類 ⑪數量
⑫1株當たりの

額面價額

⑬額面の

總額

⑭取得の

價額

⑮取得の

總額

取得の事由

取得後の外國投資家所有の株式(持分)の數量 金額及び比率 株 ウォン %

外國人投資促進法第7條第1項の規定により上記の通り屆けます

年 月 日

屆出人 (署名又は押印)

(又は代理人) (電話 : )

受託機關長 殿

屆出人 殿

屆出番號 :

上記の通り屆濟のことを確認します

年 月 日

受託機關長 印

手數料

具備書類 無し

1．株式又は持分の取得を證する書類(寫し 1部)

2．令第2條第2項第2號の各目に該當する契約書(寫し 1部 : 令第2條第2

項第號に該當する場合に限る)



[別紙樣式第6號] 外國人投資

屆出書

變更屆出書

處理期間

卽時

借款

導入者

①商號又は名稱

②住所 (電話番號 : )
借款

提供者

③商號又は名稱(英文) ④國籍

⑤住所(英文)

借款の內容
⑥借款金額

借款條件
⑦据置期間 ⑧償還期間
⑨年利率 ⑩その他

借款の方法
現金 資本財 その他

借款の用途

※⑬變更の內容
旣に屆けられた內容 變更後の內容

外國人投資促進法第8條第1項の規定により上記の通り屆けます(申請します)

年 月 日

屆出人(申請者) (署名又は押印)

(又は代理人) (電話 : )

受託機關長(又は産業資源部長官) 殿 :
屆出人(申請者) 殿

屆出番號 :

上記の通り屆濟のことを確認します

年 月 日

受託機關長(又は産業資源部長官) : 印

手數料

具備書類 無し

(屆出の場合)
1．海外の親企業又はその親企業と資本出資關係のある企業であることを證する
書類(寫し 1部)

2．借款契約書(寫し 1部)
(變更屆出の場合)

1．海外の親企業又はその親企業と資本出資關係のある企業であることを證する
書類(寫し 1部)
(借款提供者が變更される場合に限る)

2．變更契約書(寫し 1部)

長期借款方式の外國人投資



[別紙樣式第80號] 外國人投資

租稅減免申請書

租稅減免の內容變更申請書

處理期間

20日

外國投資家 ①商號又は名稱(英文) ②國籍
③外國人投資企業名(英文) ④事業者登錄番號

外國人

投資の

內容

⑤屆けられた事業 ⑥屆出の日

⑦株式などの

取得總額

ウォン

(米ドル 相當)

⑧ 株式などの

額面總額
ウォン

⑨租稅特例制限法施行令第116條の2の第7項の規定

による株式などの直·間接比率が10%以上であるか
はい いいえ

⑩投資

方法

現金 ウォン 資本財 ウォン

不動産 ウォン 知的財産權など ウォン

⑪立地
⑫區分 新規 增資 ⑬事業開始日

租稅減免

申請の內容

⑭減免對象事業

の區分
租稅特例制限法第121條の2の第1項第( )號に該當

⑮減免の事由

減免申請

の內容

旣に租稅減免が決定された事業の內容 變更申請の內容

租稅特例制限法第121條の2の第6項の規定により上記の通り申請します

年 月 日

申請者又は代理人 (署名又は押印)

(☎ : )

財政經濟部長官 殿

手數料
※具備書類 : 租稅減免を申請する事由又は租稅減免の內容の變更 無し

を申請する事由を具體的に證したり說明する書類

(寫し 1部)

※備考 : ⑦·⑧欄の作成に於いては外國人投資促進法第2條第1項第7號サ目

及び同法第6條による投資金額を除きます

⑮の減免事由欄には減免の事由が租稅特例制限法第121條の2の第1

項第1號に該當する事業を行う爲である場合に限って作成する但し産業

支援サ ビス業及び高度技術隨伴事業の具體的事業名を記入します

の變更申請の內容欄には租稅減免內容の變更申請書を作成する場合

に限って記入します



備考 : ⑦の欄には外國人投資などに關する租稅減免規定の別表1の該當高度技

術隨伴事業及び産業支援サ ビス業を記載します

[別紙樣式第81號] 外國人投資

租稅減免對象の該當事項に關する

事前確認申請書

處理期間

20日

申請者

①商號又は名稱

(英文)
②國籍

③住所 (電話番號 : )

申請

內容

④行おうとする事業名

⑤立地

⑥關連根據 租稅特例制限法第121條の2の第( )號に該當

⑦減免の事由

租稅特例制限法第121條の2の第7項の規定により上記の通り申請します

年 月 日

申請者 (署名又は押印)

(又は代理人) (電話 : )

財政經濟部長官 殿

手數料
無し

具備書類 : 租稅減免の對象に該當することを證するに足りる書類(寫し 1部)



備考:⑪の增資の場合は資本の增加に關する變更登記を行った日を記載します

[別紙樣式第82號] 外國人投資

事業開始日に關する屆出書
處理期間
7日

外國人

投資

企業

①商號又は名稱 ②事業者登錄番號

③氏名(代表者名) ④住民登錄番號

⑤主たる事業場の所在地 (電話番號 : )

⑥住所 (電話番號 : )

事業の

內容

⑦業態 ⑧外國人投資屆出の日

⑨種目 ⑩事業者登錄の日

⑪事業開始日 ⑫租稅減免の決定日

租稅特例制限法施行令第116條第1項の規定により事業開始日の屆出書を提出

します

年 月 日

屆出人 (署名又は押印)

稅務署長 殿

屆出人 殿

屆出番號 :

上記の通り屆濟のことを確認します

稅務署長 印

手數料

無し

具備書類 : 無し



[別紙樣式第83號] 外國人投資

關稅·特別消費稅·付加價値稅の免除申請書
處理期間
卽時

①外國投資家の商

號又は名稱(英文)
②國籍

外國

人投

資企

業

③外國人投資の屆出の日
④租稅減免の

決定日
⑤商號又は名稱

⑥導入資本財の設置場所

免除

申請

內譯

の

現況

區分
免除申請の

限度金額

今回の免除申請

資本財の總額

免除申請資本財

の累計額
⑦法第121條の3の第1項第

1號による資本財

ウォン

(米ドル 相當)

ウォン

(米ドル 相當)

ウォン

(米ドル 相當)
⑧法第121條の3の第1項第

2號による資本財

ウォン

(米ドル 相當)

ウォン

(米ドル 相當)

ウォン

(米ドル 相當)
⑨導入資本

財の明細

HSK分類番號 品名 規格 數量 供給者 價格(米ドル)

租稅特例制限法第121條の3の第2項の規定により上記の通り申請します

年 月 日

申請者 (署名又は押印)

(又は代理人) (電話 : )

稅關長 殿
手數料
無し

※具備書類
1．當該事業が租稅特例制限法第121條の2の第1項の規定により法人稅などの減免

對象の事業であることを證する書類(寫し 1部)

2．當該資本財が租稅特例制限法第121條の3の第1項の各號に該當するものであるこ

とを證する書類(寫し 1部)

3．外國人投資促進法施行令第38條第2項の規定により確認された資本財の導入物

品明細確認書(寫し 1部)

※備考

⑦ ⑧の欄は租稅特例制限法施行規則第51條の2の第1項の規定により租稅免除が排

除される部分を除外した免除限度及び今回の免除申請の金額·免除申請の日·現在

の累計額を記入します ただ⑧の欄は外國投資家別にそれぞれ區分して記入します
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